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教 授 大 森 健 児

"春 夏 秋冬"に 原稿 を といわれた ときは当惑 し

た。季節 の うつ ろいをゆ っ くりと味わえ るよ うに

な った人 が,自 身 の春夏秋冬を楽 しく思 い出 しな

が ら,少 し説教 がま しく書 く欄 では ないか と先入

観 として思 っていた。 また,本 の原稿 を二つ,雑

誌への原稿を五つ抱えている人気作家(?)に 時

間的余裕が あ るのか とい う心 配 もあ った。 しか

し,筆 が進 むのは得 て して非常に忙 しい ときで,

暇 な ときは一文 字を書 くのに も多 くの時間を費や

すので,大 丈夫だろ うとい うことで引 き受けた。

しか し,思 い出に耽 るのはまだ早 いので,今 日と

明 日の ことを,か って気 ままに書 くことに した。

今年 は,世 界的 な異常気象だそ うで,東 京 も殆

ど夏 らしい 日を迎 えないまま終わ ろ うとしてい る。

専門家は大 きな周期の中での一つ の現象 と説明 し

て いるが,素 人 の 目か らみ る と大 きな 変化 が起

こっている よ うに感 じられ る とニ ュース キ ャス

ターの筑紫哲也 さんは言 って いた。 コンピュータ

の世界に どっぷ りつ か っている筆者 も,も しかす

るとコンピュー タとい う世界 に慣れ っこになって

い るあ ま り,コ ンピュータが引 き起 こしている大

きな変化を見落 と して るのではないか と反 省 させ

られた。

コンピュータの世界 では ダウンサ イジングが大

きな勢 いで進行 中 で あ る。 メイ ンフ レー ム コン

ピュー タか らワー クステーシ ョンや パ ソコンへの

変化を表 しているのだが,こ れ は,全 ての人が コ

ンピ ュータを 自分の脳 の拡張 として利用す る こと

がで きる ようにな るとい うなん とも魅 力的な言葉

で置 き換 える ことがで きる。 しか し,こ れは コン

ピュー タに非常 に熟(こ な)れ た人た ちが言 うこと

で,そ うでない人たちに取 っては非常 に迷惑な こ

とで あるか も知れない。 コンピュータに熟れた人

た ちは,コ ン ピュータを用いて最大限 自身の脳 を

拡張 させ るであろ うが,そ うでない人は従 来 と何

も変わ らない。 それ どころか,コ ンピ ュータの導

入に よって秘 書や 部下 が減 らされ るで あ ろ うか

ら,実 際は活躍 で きる範 囲が狭 め られ るこ とにな

る。

ワークステーシ ョンやパ ソコンをひ っきりな し

に使 って い る筆 者 に 取 って は,こ れ らの コ ン

ピュータは無 くてはならないものだ し,こ れ らの

コンピュー タが無ければた くさんの秘書を雇わな

けれぽな らないだろ う。学 生達へ の指示 も最近で

は顔を合わせず とも行える ようになった。筆者 の

ゼ ミの学生は商用のパ ソコンネ ットワー クに入 っ

ている場合が多いので,思 いついた ときに,電 子

メールで指示 を伝 えることがで きる。特 に,学 生

達 は深夜起 きているので,筆 者が寝 る前に指示 を

出 しておけば,起 きた頃に仕事が終わ ってい るの

で とて も便利 であ る。

しか し,こ の電 子 メールは中間管理職を減少 さ

せ る大 きな要因で ある。 もし,電 子 メールがない

とすれ ば,学 生 と顔を合わせた ときに しか指示が

で きないので,指 示を伝え ることができる機会 は

非常に限定 され て しま う。指示が うまく伝わ る よ

うにす るため には,学 生 と筆 者 の間 の コ ミュニ

ケーシ ョンを取 り持つ人,い わゆ る中間管理職が

必要 にな るであろ う。 中間管理職は,筆 者の意図

を組み込 んで手際 よく学生 に指示を伝 えて くれ る

であろ うし,学 生の成 果を欠点 を上手に隠 しなが

ら筆者 に教 えて くれ るであろ う。 中間管理者 は筆

者 と学生 の間 での潤滑油 として人間味あふれ た環

境を作 り出 して くれ るであろ うが,一 方 で情報 を

歪めて しま うとい う欠点 もあ る。 しか し,電 子

メールが うま く機能 しだす と,情 報伝達者 として

の中間管理者の意味 は殆 どな くな って しま う。 こ一
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れ は最近 のホ ワイ トカラーの雇用調整 につなが る

要 因なので,社 会 的影響 は非常 に大 きい。

東京 にず っといた人 は,夏 を待 ち こがれた こと

であろ うが,筆 者 は本 当に暑 い夏を味わ った。米

国のテキサス州 の首都 であるオースチ ンに滞 在 し

たた めである。連 日の100度(38℃)を 超 え る気温

であった。 しか し,オ ースチ ンは とて もきれ いな

町 で,町 の真 ん中をテキサス州 の コロラ ド川 が流

れ,緑 に富 んだ小 高い丘が幾重 に も続 く広 々とし

た町 である。 このオースチ ンの郊外 にある半 導体

メーカに招かれ て,筆 者 が研究 している手書 き漢

字認識 につ いて説 明 した。 なぜ,招 待 されたのか

は後 にす ることに して,今 まで とは違 うな と思 っ

た場面 をい くつか紹介 する。

最初 の場面 は,こ の会社 での入 り口での こと。

日本 の会社 よ り持 ち物 に対 す るチ ェ ックが厳 し

く,デ モのために持 ち込 んだパ ソコンの製造番号

を用意 され た用紙 に書 き込 んでいた ときの こと,

若 い技術者 がカセ ッ トテープの束を警備 員にみせ

て,"JapaneseLanguageTape"(日 本 語 の学 習

用 テープ)と い って,通 り過 ぎてい った。 思 わ

ず,付 き添 いの人 と顔 を見合わ させたが,な ぜ と

い う疑 問が生 じた。 ア メ リカの人たちは一般的に

はそれ ほ ど外 国語 には興味 はない し,余 り得意 と

しないのに,難 しそ うな 日本語を ど うして必要 と

す るのだ ろ うと思 った。

次 の場面 は,デ モを している ときの こと。ネ ー

ムプ レー トを見せ なが らこの文 字をお願 い します

と言われ た。 ネームプ レー トには"新 田"と 書か

れ ていた。英語 で言わ れたの と,予 期 せぬ出来事

だったた めに,ネ ームプ レー トに書 かれ ているの

が 日本語 である ことに気付 かないまま,反 射 的に

書 き移 してデモを見せ た。 デモが終 わ って一 人に

なったとき,そ のときの場面 が思い出され,彼 の

なんとない所作か ら,紛 れ もな く日本人 だ とい う

こ とに気付 いた。 また,日 本人 である ことに筆者

が気づ くだ ろ うとい うこ とで,彼 がネームプ レー

トを示 したのだ とい うこともこの とき始めて気 が

ついた。何か 話 しをす れ ば よか った と思 うと共

に,ど うして この様 な部門に 日本人の技術 者がい

たのだろ うとも思 った。

さて,な ぜ招待 されたのか とい う話題に移 るこ

とに しよ う。筆者を呼んで くれた グル ープは,日

本 の業界 紙 で も しば しぼ 紹 介 され て い る が,

RISCと 呼 ばれてい る新 しい アーキテ クチ ャのマ

イ クロプ ロセ ッサを開発 してい る部隊であ る。マ

イ クロプ ロセ ッサを作れば よい部隊なので,オ ペ

レーテ ィングシステ ムな らともか く,応 用分野の

しか も極 めて限定 された分野である手書 き漢字認

識 な どに興 味を示 しそ うもない部隊であ る。

しか し,彼 らは成 長を続け るアジアの市場に大

きな興味を持 っていて,ア ジア市場でのパ ーソナ

ル コンピュー タや ワー クステ ーシ ョンが どの様に

な るのかに とて も関心を持 っていた。特に,文 字

数が多い アジア諸国での コンピ ュータとのイ ンタ

フェースの問題に非常に関心を寄せていて,一 度

話 しを聞いてみ よ うとい うことにな った よ うだ。

ところで,今 回経験 した この様 な こと も,実

は,コ ン ピュータの発展 とは無縁ではない。同 じ

技術基盤を有す る技術者た ちには,国 境 とい う壁

を越 えて,い た るところで活躍す る場面が与え ら

れ るよ うにな って きて いる し,そ の よ うな人たち

も急速に増えつつ ある。 日本語のテ ープを持 って

いた技術者 もその機会を狙 ってい るのか も知れ な

い し,RISCの プ ロセ ッサの開発 に関わ ってい た

日本人の技術者はすでに実践 しているのであろ う。

また,技 術 も国境を越 え,文 化 に根 ざ している

と思われていた技術 も国境を越 え始 めている。 い

つの 日か,日 本 で発 明 され た手書 き文字 の認識 ア

ル ゴ リズムが,米 国で発 明されたRISCマ イ ク ロ

プ ロセ ッサで,ア ジアの国々の文字 を認識 し始 め

る ようになったら と夢が膨 らんだ。更 に,そ の中

に参加す るこ とが できたなら,筆 者 の春夏秋冬 も

季節観 にあふれ た よい ものになるのだが と思 った。一



標 準 カ リキ ュラ ムの作 成 につ い て

中央情報教育研究所

1.標 準 カ リキ ュラム作成 の背 景

今後の情報化のあるべき姿を展望 し,そ の円滑

な実現のためには,そ れを担 う高度な情報化人材

の育成が急務 との観点に立 って,昨 年5月 からそ

の育成策に関す る審議を進めてきた産業構造審議

会情報産業部会情報化人材対策小委員会は,昨 年

12月の中間報告に引き続き本年5月 にその最終報

告を行いました。

すなわち,今 後わが国が安定的な経済成長を図

り,豊 かな国民生活を実現 してい くためには,新

情報革命ともいうべき情報化の飛躍的な推進が不

可欠であり,そ のためには専門分野に特化した高

度な情報処理技術者の育成が重要との認識のもと

に,中 間報告ではそれ ら求められる以下の10種 の

人材像を明らかにするとともに,そ の効果的な育

成のために解決すべき課題 と対応の基本的な方向

を示しました。

口情報 システムの企画,設 計,開 発,運 用お よ

び評価 に関連す る人材

① システ ムアナ リス ト(シ ステ ム監査含 む)

② プ ロジェク トマネー ジャ

③ ア プ リケーシ ョンエ ンジニア

④ プ ロダクシ ョンエ ンジニア

⑤テ クニカル スペ シ ャリス ト

⑥ システ ム運用管理 エ ンジニア

ロ技術者教育,利 用者教育 に関連す る人材

⑦教 育エ ンジニア

ロ システ ムソフ トお よびマイ コン応用 システム

に関連す る人材

⑧デベロップメントエンジニア

ロ利用者側で情報化を リー ドする人材

⑨システムア ドミニス トレータ

ロ情報技術の研究開発を推進する人材

⑩研究開発型人材

続いて,最 終報告においては,中 間報告に沿っ

て現実にそれらの技術者を育成 していくために必

要な標準カ リキュラムの基本的な枠組み,教 育と

評価の一貫した育成システムの形成に向けた標準

カリキュラムに連動した情報処理技術者試験制度

のあ り方および各教育機関における教育の充実と

その強化のための施策,な らびにその施策を実施

するに当た り配慮すべき事項等を具体的に示 しま

した。

以上の報告に基づき,当 協会中央情報教育研究

所では,現 在,「 情報化人材育成 カリキ ュラム委

員会」(委員長 影山衛司 ㈱ 日本情報処理開発

協会 会長)の 下に標準カリキュラムの作成を進

めてお り,本 年12月 末には全カ リキュラムを作

成,公 表することとしています。

2.標 準 カ リキ ュラムの体 系

標準カリキュラムは図一1に示すとお り,

① 専門分野に特化 した高度なスキルを持った

技術者を育成するための 「高度情報処理技術

者育成 カリキュラム」

② 高度情報処理技術者の水準に達するまでの

前段階で修得す ることが望ましい基礎的な知

識 ・応用能力を示した 「共通 カリキュラム」

③ 情報システムの利用者側で情報化を推進す一



る人材 を育成す るた めの 「システムア ドミニ 成 され ています。

トレータ育成 カ リキ ュラム1の 全17種 か ら構

図一1標 準 カ リキ ュラ ム の 体 系
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イクmン ピュータ応 用 システム

応用 ① コミュニケー ション能力
能力 ②問題発見 ・解決能力

共 ① コンピュータ科学基礎
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通
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②表現能力

共

ンピュータとその利用
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通 フ ァイル とデー タベー ス

システム

産業社会と情報化
の課題
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(注)カ リキ ュラムの名称 は仮称.一
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(1)高 度情報処理技術者育成 カ リキ ュラム

高度情 報処 理技術者 育成 カ リキ ュラムは,シ ス

テムアナ リス ト育成 カ リキ ュラム等13種(編)か

ら構成 されてい ます。

な お,中 間報告では,情 報 システ ムの信頼性等

につ いて点検 ・評価す るシステム監査人の役割が

「システムアナ リス ト」 の役割に包含 されて いま

したが,最 終報告 に至 る検討過程に おいて,こ の

両人材 は修得すべ き知識 ・技術 の面 では共通項 が

多い ものの実 務上 の役割か ら見 る とそれ ぞれ 専門

分野に特 化 した人材である との見解 が示 され,そ

の結果,カ リキ ュラム体系上では 「システ ムアナ

リス ト育成 カ リキュラム」,「システ ム監査技術者

育成 カ リキ ュラ ム」 とそれ ぞれ 独立 した設定 に

な っています。

また,「 デベ ロップメソ トエ ンジニ ア」 に お い

て も,そ の役割 として基本 ソフ トや システム ソフ

ト等の開発に加 えて 「マイ クロコンピュー タ組 み

込 み製 品等 の開発を行 う」 とされてい ましたが,

これ も同様 に,そ れ ぞれ の特徴な らびにその有用

性 を重 視 し,「 システムソフ トウェア編」,「 マイ

コン応用 システ ム編 」 とそれ ぞれ独立 した設定 と

な って います。

(2)「 共 通 カ リキ ュラム」

共通 カ リキ ュラムは,各 技術者が高度情 報処理

技術者 に成長す る過程 のマイル ス トーン的な もの

であ り,技 術者 の成 長 と育成 の実態に即 し,実 務

経験3年 程 度 までの人材 を対象 とす る 「第二種共

通 カ リキ ュラム」 と実務経験5年 程度 までの人材

を対象 とす る 「第一種共通 カ リキ ュラム」 から設

定 されてい ます。

(3)シ ス テムア ドミニ ス トレーータ育成カ リキ ュ

ラム

システムア ドミニス トレータ育成 カ リキ ュラム

は,情 報 システムの利用者側 におけ る技術 者の育

成を行 う観点から,必 要とされる知識 ・技術が共

通 カリキュラムの内容とは異なるため初級,上 級

の2段 階の レベルか ら成る別体系の構成となって

います。

3.標 準 カ リキ ュラムの作 成

中央情報教育研究所は本カリキュラムの作成に

当たり,通 商産業省の指導を得て前述の 「情報化

人材育成カリキュラム委員会」を設置するととも

に,当 委員会の下に,業 界団体や学会等から推薦

を受けたコンピュータメーカー,ソ フトウェアハ

ウス,ユ ーザー企業,大 学等教育 ・研究機関等の

実務家や専門家で構成するカリキュラム部会(カ

リキュラム別に設置)お よび各部会の主査クラス

で構成する主査調整会議(議 長 山本欣子 ㈱日

本情報処理開発協会顧問)を 設置 し,作 業を進め

てきました。現在(9月 末),既 に各カリキュラム

とも内容的にはほぼ固まり,高 度 カリキュラムは

カリキュラム相互間の調整,共 通 カリキュラムは

レビューの段階に入っています。

本カリキ ュラム作成の基本方針ならびにカリ

キュラムの科目編成に当たっての基本的な考え方

は以下のとお りです。

(1)情 報処理機器 ・技術の急速な進展等を考慮

し,現 在から5年 先程度を見越した人材の育成

を目標とする。

(2)高 度情報処理技術者育成カリキュラムは実務

能力,共 通カリキュラムは知識 ・応用能力の修

得に基本的な力点を置 く。

(3)高 度情報処理技術者育成カ リキュラムの学習

者は,第 一種共通カリキュラムを,第 一種共通

カリキュラムの学習者は,第 二種共通カリキュ

ラムを修得 していることを前提 とする。

(4)第 二種共通カリキュラムおよび第一種共通カ

リキュラムの科 目は,知 識として修得 しておく一
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科 目(知 識 レベ ル)と 知識 と して修得す るだけ

ではな く日常 の業務 に縦横に活用で きる レベル

まで修得 してお く科 目(応 用能力 レベル)に 分

け る。

(5)ま た,各 レベルの科 目の うち全員が修得 すべ

き科 目を 「共通」 と し,将 来 これ らの技術 者が

指 向す る高度情報処 理技術者の専門性 に応 じて

修得 してお くことが望 ましい科 目を 「選択」 と

す る。

⑥ なお,第 二種共通 では,「 知識」は基礎 とい う

観 点か ら全 て 「共通」 とし,「 応用能 力」は,現

実 に携 わ っている業務 あるいは各人 の将来へ の

指 向等 を考慮 し,「 共通」 と 「選 択」 に分け る。

第一種共通 は,学 習者が実務経験5年 程度 ま

での人材 であ り,将 来へ の指 向性が第二種共通

レベル に比較 して より鮮 明さを増 して くる もの

と思われ る ことか ら 「知識」に も 「選択」を設

け る。

(7)上 記 の 「将来 の指 向に応 じた科 目選択」につ

い ては,各 カ リキュラム上に望 ましい選 択への

Recommendationを 示 す。

(8)カ リキ ュラ ムの構 成 と内容 の最終 イ メ ージ

は,図 一2に示す とお りとす る。

フー
、



図一2標 準カリキュラムの構成と内容

情報化人材の類型

当該人材の役割と業務
・当該人材の担う業務、作業内容を説明

4.1カ リキュラム体系
・情報化人材育成カ リキュラム体系の説明

4.2他 カ リキュラムとの関係
・当該カ リキュラムによる教育の前提 となる知識、技術、実務

能力などを他のカ リキュラムと関連づけて説明

カ リキュラム構成
・構成(部 ,章,教 育 目標,構 成,学 習目標,

留 意点,用 語,参 考文献)の 説明

カリキュラム利用上の留意点
・学習順序 ,研 修 コースの例,

・教育目標

・構成

学習目標

その他 カリキュラム利用上の薦め

その部でなにを狙い,何 を教え,

修 得させるべきかを明確 にする

〔全 カリキュラム共 通 〕

〔全別キュ弘共通〕

〔全 カリキュ弘 共 通 〕

〔全 カリキュラム共 通 〕

受講者になにを

各部を構成 している章 と節を一覧表で示 し,各 々
の講義,演 習の標準時間を示す

その章での学習目標を具体的に示す。受講者が該当
する章を修了した時点で 「何を」 「どの程度」,
「どのような方法で」出来るようになるかを具体的

な行動として示す

指導すべき項目の展開順序 とインス トラクタまたは

指導者が指導内容やポイン ト,指 導範囲や深さ等を

具体的にイメー ジすることが出来るように説明。

また,演 習の方法やテーマ,時 間配分等 も示す。

指導方法および…講義指導,演 習指導における留意点,
指導上の留意点 学習についても明示

参考文献
(部末)

OJTや 自己

この章で必ず修得すべき用語や特に強調すべきキー
ワードを列挙する

カリキュラム作成時に参考にした文献およびインス

トラクタが 目を通 して欲 しい文献を列挙する。一



一
中央情報教育研究所では,先 頃,こ れ までの検

討成果の概要 を各 カ リキ ュラ ム単 位 に取 りま と

め,中 間公表を行い ま したが,公 表後 の多方面か

らの反響は,今 回の施策に対す る関心 の高 さを充

分に窺わせ るもので した。

同研究所は今後,カ リキュラム相互間の整合性

の確認,レ ビュー,編 集 ・制作 とまとめの段階に

入 ることと して いますが,現 時点の 目標では 「第

二種共通 カ リキュラム」は,本 年10月 末,「 第一種

共通 カ リキュラム」 および 「高度情報処理技術者

育成 カ リキ ュラム」等16種 は同12月 末 に刊行,公

表す ることと しています。

一方
,同 研究所は,既 に,当 カ リキ ュラムの作

成 に並行 してカ リキュラムに準拠 した モデルテ キ

ス トの作成 も進 め てお り,そ の第 一段 階 と して

「第二種共 通」,「 システ ムア ドミニス トレー タ

(初 級)」,「 システムアナ リス ト」,「システ ム監査

技術者」,「アプ リケーシ ョンエンジニア」お よび

「テクニカル スペシ ャリス ト(ネ ッ トワーク)」 の

6種 のテキス トを本年12月 末 に刊行す ることとし

ています。

また,来 年早 々には標 準カ リキ ュラムに基づ く

モデル研修 コースの開発 に着手 し,新 しい情報化

人材 の育成 に向けた具体 的な研修 の開始に備 える

こととしています。

表一1共 通カリキュラムにおける科目

第一種 共通

カリキュラム

応用能力
選択(4科 目)

共通(2科 目)

知 識
選択(5科 目)

共通(7科 目)

第二種共通

カリキュラム

応用能力
選択(3科 目)

共通(2科 目)

知 識
共通(10科 目)

4.人 材育成の今後の展開

今回の報告では,人 材類型において 「システム

アナ リス ト」や 「プロジェクトマネージャLあ る

いは 「システムア ドミニス トレータ」等の新 しい

型の人材を取 り上げたことやその育成策において

企業や学校教育機関あるいは公的教育機関におけ

るそれぞれの役割や相互の連携についての基本的

なあ り方を示 したことなどいくつかのポイン トが

あ りますが,中 でも大 きなポイントは1教 育と評

価の一貫性」を明確に掲げたことです。

すなわち,今 後求められ る人材像を明らかに

し,そ の人材を育成す るための標準カリキュラム

の策定を行い,策 定した標準カリキュラムに基づ

く教育を実施し,実 施 した教育の成果をカリキュ

ラムに準拠した国家試験により評価するという一

連の仕組みを確立させようとするものです。

そのため,現 在,国 家試験 として実施 されてい

る情報処理技術者試験の区分も標準カリキュラム

に準拠 し,現 行の5種 目から当面,11種 目に改定

されることとなっています。

このような教育と評価が一体化した育成システ

ムが定着すれば,技 術者の資質向上に資するばか

りでな く客観的な評価に裏付けられた技術者の技

術力や能力が必然的にソフトウェアの価値評価に

反映されることとな ります。従来よりわが国では

ソフトウェアの価値に対する認識がハー ドウェア

に比較して相対的に低 く,そ のためソフ トウェア

の取引における透明性や信用性がともすれば失わ

れがちであった。 この状況を脱却 し,オ ープンな

マーケットメカニズムを確立するためには,ソ フ

トウェア開発に携わった技術者の能力を誰 もが評

価 し得るように技術者の レベル区分を明らかに

し,間 接的にソフトウェアの価値を明示すること

が効果的である。その結果ソフトウェアの市場性

が確保され,ひ いてはわが国のソフトウェア産業

全体の発展につながってい くのである。一



今回の報告は,新 情報革命を担 う高度な人材の

育成を核としてこれからのわが国情報化の発展に

資するこのような基本的な要素を包括的かつ具体

的に示 してお り,そ れらの要素の起点ともなる当

カリキュラムの作成は極めて重要な位置づけにあ

ると言えるのです。

表一2当 面予定されている試験区分

平

成

6

年

秋

期

平

成

7

年

春

期

① システムアナ リス ト試験

② システム監査技術者試験

③ アプ リケーシ ョンエンジニア試験

④ テ クニカルスペシ ャリス ト

〔ネ ッ トワー ク〕試験

⑤ 第二種情報処理技術者試験

⑥ システ ムアオ ミニス トレー タ

〔初級〕試験

⑦プロジェク トマネージャ試験

⑧システム運用管理エンジニア試験

⑨テクニカルスペシャリス ト

〔データベース〕試験

⑩ プロダクションエンジニア試験

⑪第一種情報処理技術者試験

第二種情報処理技術者試験

〔注〕名称は仮称

1

」嶋一
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平成5年7月8日(木)～9日(金)

日 本 青 年 館

わが国の産業界における情報化は,企 業内利用

にとどまらず産業界を横断的に網羅 した企業間

ネ ットワークの構築へと急速に進展 しています。

最近では,業 界,業 際にまたがる企業間におい

て,こ れまでの書類を中心とした取引き形態から

ネ ットワークを利用 した電子デ ータ交換(EDI)

すなわち電子取引への動きが活発化して来ていま

す。

また,電 子取引は企業系列を越 え,業 種を越

え,そ して国境を越えてグローバルに自由に展開

され ようとしています。電子取引を円滑に推進す

るに当たっては,通 信プロトコル,ビ ジネスプロ

トコルなどの各種の取 り決めについての標準や

ルール化が必要不可欠であるとともに,こ れまで

の文書等により取引の場合とは異なった法的諸問

題への対処を検討し,対 応をはかる整備す る必要

があります。

当協会では,昭 和63年 度以降法律の専門家およ

び企業などの実務家による 「電子取引調査研究委

員会」を設けて,主 に法的側面から電子取引の実

態と問題の分析,対 策などの検討を行って来まし

た。このたびその成果をもとに 「EDIに おける法

的諸問題の検討に関する調査研究成果発表会jを

平成5年7月8,9日 の2日 間に渡って,別 表の

プログラムのとお り開催しました。本成果発表会

では,主 に受発注業務を対象に取引契約上の重要

な論点について,EDIに おける法的諸問題の検討

内容を実務家による現状も交えながら講師の方々

にご講演いただきました。参加者の数 も200名 を

越え,こ の問題に対する関心の高さが改めて浮き

彫 りにされた形となりました。

今回,本 欄では成果発表会から 「通商産業省に

おけるEDI関 連施策」について通商産業省機械情

報産業局情報政策企画室長 前川 徹様の講演に

ついて,そ の抄録を掲載します。なお,本 成果発

表会での資料r電 子取引契約条項作成のポイ ン

ト』をご入用の方は㊥ 日本情報処理開発協会産業

情報化推進センター宛にFAXで お申込み くだ さ

い。

産業情報化推進センターFAXO3-3432-9389
TELO3-3432-9386一



rEDIに お ける法的諸 問題の検討に関す る調査研究成果発表会」プ ログラム

日 時:平 成5年7月8日(木),9日(金)

1日 目10:00～16:15

2日 目10:00～16:50

場 所:東 京都新宿 区霞岳 町15番 地 日本青年館3階 国際ホ ール

【1日 目】7戊j8日(木)10:00～16:15

時 間 講 演 内 容 講 師

10:00～10:05 開会の挨拶 ㈱日本情報処理開発協会

10:05～10:20 通商産業省におけるEDI関 連施設
通商産業省情報政策企画室

室長 前川 徹

10:20～11:00 EDIに おける法律問題
一橋大学 法学部 教授

電子取引調査研究委員会委員長 堀部 政男

11:00～16:15EDIに 関 す る実 務 の 現 状

11:00～12:00 電子機器業界
㈱村田製作所 市場開発部

調査役 比田井 猛

昼 休 み

13:00～14:00 石油化学業界
住友化学工業㈱ システム部

部長補佐 村上 統英

14:00～15:00 輸送業界
ヤマ トシステム開発㈱

取締役第1営 業部長 岩井 正弘

休 み

15:15～16:15 公認会計士の立場からみたEDI
中央新光監査法人

公認会計士 松尾 明

【2日 目】7月9日(金)10:00～16:50

時 間1講 演 内 容 講 師

11:00～15:40電 子 取 引 契 約 条項 作 成 ポ イ ン ト

10:00～10:10 電子取引契約条項作成の基本的考え方
専修大学 法学部 教授
電子取引調査研究小委員会主査 梅本 吉彦

10:00～11:10 発 注 デ ー タ ・受 注 デ ー タの取 消 ・変 更
学習院大学 法学部

教授 野村 豊弘

11:10～11:40 安全対策(1)
植草 ・吉田法律事務所

弁護土 吉田 正夫

11:40～12:10 安全対策②
㈱日本総合研究所 法務部

部長 大野 幸夫

昼 休 み

13:00～14:10

データの伝達方法および契約の成立時期

取引の安全確保のための対策

費用負担 ・データマッチング

三木 ・室町法律特許事務所'

弁 護士 室町 正実

14:10～14:40 異常 ・障害発生時の通知 ・報告 弁護士 椙山 敬士

14:40～15:10 損失負担と責任制限
関西大学 法学部

教授 永田眞三郎

15:10～15:40 デ ー タの 保存 ・書面 化 ・利 用
専修大学 法学部

教授 梅本 吉彦

休 憩

15:50～16:50 EDIに おける法的問題点(質 疑応答)

一橋大学 堀部 政男

専修大学 梅本 吉彦
ほか2日 目講師一
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通商産業省のEDI関 連施策

通商産業省機械情報産業局 情報政策企画室長

前川 徹

通産省の前川でございます。通産省のEDIに つ

いての取 り組みについて短い時間ではあ りますけ

れども,ご 紹介をさせていただきます。

機械情報産業局の情報政策企画室で,だ いたい

十年 ぐらいで しょうか,EDIあ るいはビジネスプ

ロトコルの標準化とい う事で,さ まざまな取 り組

みを してきてお ります。

最初に,昭 和60年 度に電子計算機の連携指針制

度を作 りました。既存の情報処理の促進に関する

法律,情 促法と呼んでお りますけれ ども,そ れを

昭和60年 に改正をいたしまして,そ の中で,電 子

計算機をつないで使 う時のガイ ドラインというも

のを,主 務大臣が定めるという制度を作 りました。

昭和61年 度から,指 針が策定されはじめまして,

現在までに,11,10の 事業分野と電気関連4団

体,あ わせて11の 指針が策定 されております。鉄

鋼業,中 古自動車販売業,電 気事業,家 具業界,

電子出版業,電 子機器製造業,紙 流通業,機 械工

具業,そ れから先程名前を挙げました電気関連4

団体,建 設業,住 宅設備機器等流通業,こ ういっ

た所でございます。

EDI普 及の制度的な枠組みの他に,通 産省とし

てはEDIの 有効性を実証 しその導入を促進するた

めの制度といたしまして,1つ は国の予算をいた

だきまして,業 際EDIパ イロットモデルの調査研

究開発事業というものを平成4年 度からスター ト

してお ります。これは今まで主に,ど ちらかと言

えば,受 発注に近い所,南 流の分野において,比

較的EDIが 進 んできたわけ ですが,こ れ を も っ

と,業 際的 に進め ていかな いといけない。た とえ

ば,物 流 あるいは,金 融等 とで取引を統 一的な ビ

ジネスプ ロ トコル体系 で,処 理 し うる様 な状 況を

実現す るとい う事 を 目的 と して業種,業 態の違 い

を超 えて相互運用性の あるEDIの モ デル システム

を開発 してみ よ うとい う,ま あパイ ロ ットモデル

です から,と りあえず,実 験 トライ アルを してみ

ようとい うものです。平成4年 度 と平成5年 度 に

つきま しては,荷 主 と輸送業者 とい うところを取

り上げ ま して トライアルを スター トしています。

まず南流 と物流をつな いでい こ うとい うわけです。

できたら,そ の後,金 融 と うま く結 びつけ られな

いか と,今 検討 してい るところです。

また,EDIシ ス テムを導入す る時に,少 しで も

役に立つ様な制度を作 ろ うとい うことで,平 成4

年 度にEDI導 入 に対す る低利融資制 度を創設いた

しました。これはEDIシ ス テ ムの導入構築 をす る

時に,日 本開発銀行,あ るいは,北 海道東北開発'

公 庫の融資対象 としまして,標 準 ビジネスプ ロ ト

コル対応情報 処理 システ ムを追 加 したとい うもの

です。つ ま りEDIの システ ムを導入 され る時に低

利の融資が受け られる,こ うい う制度 です。・

EDIの 業 際化,国 際化を推進 する為 に,業 際的

立場か ら総合的に取 り組 む横断 的組織が必要 であ

ろ うと考 えまして,関 係省庁 と協力 の もとに,昨

年の10月 にEDI推 進 協議会が設立 されま した。

通産省 として これを責極的に支援 してまい りま し

|
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た。

日本情 報処 理開発 協会 の産 業 情報 化推 進 セ ン

ターで これまで ビジネスプ ロ トコル の標準化,あ

るいはEDIの 標 準化 の普及 をや って きてお ります

が,そ のサポ ー トもしてお ります。 お蔭様 で,業

際的 なEDIの 標 準 とい う位置 づけにな ってお りま

すCII標 準 は,大 分普及を して参 りま した。

またEDIの 知 名度 も高 くなってまい りまして,

最 近,EDIの お 話 を して もEDIっ て 何 です か

と,聞 かれ る事が少な くな って きました。

しか し,ま だ まだEDIに つ きま しては普及活動

を,積 極 的にや っていかな いといけないな と思 っ

てお ります。 また,EDIを 実 際 に進 め てい く上

で,一 番下の レベル,通 信 手順 の所 も標 準的 な も

のを普及 していかない といけない とい う事で,世

界 のほかの国 とも協力いた しまして,OSIの 推進

とい うことを,構 想の段階か ら含め ると15年 ぐら

いな りますか,推 進 して きて お ります。OSIの 方

も使え る環境 が整 って参 りま して,わ れわれは今

現在,F手 順の普及 に努 めておる所 でございます。

そのほかに,国 際標 準化活動へ の参加 とい うの

も積極的に取 り組んでお ります。 これ もご存知 だ

と思い ますが,国 連の場ではUN/EDIFACTの

開 発を行い普及に入 って るわけですけれ ども,こ

れ にあわせ ま して,平 成2年 に 日本EDIFACT委

員 会を設置 をいた しま した。 同時に シンガポール

と協力 を して,ジ ャパ ンーシ ンガポールEDIFA-

CTボ ー ドを組織 いた しま した。平成3年 に は,

'韓 国
,中 国,台 湾が参加 をいた しま して,ア ジア

EDIFACTボ ー ドとい う名 前 に変 更い た しま し

た。現在,ア ジアの7ヵ 国が参加 を して活動を続

けてお ります。 また,APEC-AsiaPacificEcono-

micCooperation,ア ジア太平洋経済協 力閣僚会議

ですけれ ども,そ の中にテ レコ ミ部会 とい うのが

あ りまして,そ の中で もやは り,APEC域 内 にお

け るEDIの 普 及,啓 蒙あ るいはパイ ロ ッ トプ ロ

ジ ェク トの実施について検討 を してお ります。

APECの 加 盟国は 日本,シ ンガポール,韓 国で

アジア諸国のほかに アメ リカ,カ ナダ,オ ース ト

ラ リア,ニ ュージーラン ドが入 ってお ります。

最近 は,ニ ュージーラン ドの あるアイス ク リー ム

会社 が,日 本 の大 きなスーパ ーと一緒 にな って,

ア イス ク リームの輸入 を厚生省に対す る手続 きも

含 めて,全 部EDIFACTで 行 いた いとい うよ うな

話 もきてお りま して,少 しずつそ うい う話が進ん

でい るところで ござい ます。

また,平 成4年,昨 年 の6月 には,APEC主 催

でEDIの セ ミナ ー,初 めての国際 的なEDIの セ

ミナーEDICOM'92を 東京 で開催致 しま した。ま

た最近,国 連 国際商取引法委員会=UNCITRAL

とい うものがあ りま して,そ こにEDI作 業 部会 と

い うのが設 け られ ま した。おそ らく今 日の講演 と

主題がぴ った り,対 応す るものであ ります けれ ど

も,国 際的なEDIに よる取引 に関す る国 際統一

ル ールを作 ろ うとい う話 です。少 し時間はかか る

と思い ますけれ ども,そ うい うル ールを,ど の様

に適応す るのか,EDI取 引 とは一 体 何を 指す の

か,従 来書面 とか,原 本 といわれ た概念 をEDI取

引 の中で,ど の様に扱 うのか,証 拠能力を ど う考

えるのか,契 約はいつ成 立 した と考 えるべ きな の

か,そ ういった問題 について,国 際的 な統一ル ー

ルを作 ろ うとい う事で,活 動 が始 まろ うとしてお

ります。 これについて も関係省庁,こ れは沢 山あ

りま して,法 務省 もそ うです し,大 蔵 省 もそ うで

す。 それか ら郵政省 とか外務省 とかいろいろあ り

ます が,そ うした関係省庁で国内研究会を組織 し

て,検 討 に参加を して いきたい,こ の様に思 って

い ます。

今後,わ れわれ が どうい う事を考えていかなけ

ればな らないか,と い う事 を簡単に ご紹介を致 し一
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た いと思い ます。

一つは
,や は り標準,業 際標準,国 際標 準の普

及促進で あ ります。 標準 化 の メ リ ッ トにつ いて

は,ご 承知の事だ と思い ますので,省 かせて頂 き

ますけれ ども,欧 米の状況を申 し上げます と,ご

存知の とお り,欧 州はEC統 合 にあわせ ま して,

早 くか らUN/EDIFACTの 導 入を決定 し,普 及

が進んでお ります。アメ リカは米国のEDI国 内標

準 であ ります。ANSIX.12と い うのがあ ります

けれ ども,こ ち らか らUN/EDIFACTの 方 に移

行 してい こ う,こ うい う方向を打ち出 してお りま

す。

日本の場合で考え ます と,わ れわれはUN/ED-

IFACTと い うのは,少 し問題 が あ ると思 って い

ます。 これは,欧 米主導型で作 られ た もので,基

本的には1バ イ トコー ドを扱 う前提 で作 られ てお

ります。 もちろん技術的に漢字 を扱 えないことは

な いわけですが。 また,あ る取 引の慣行 を前提 に

して作 られてお りますので,わ が国の取 引慣行が

国連でつ くられてい る,ス タ ンダー ドメ ッセージ

とい う意味ではその ままでは適応 できませ ん。そ

のモデ ィファイを当然 していかないといけな いわ

けです。 しか し,結 局そ こを変 えて しま うと,国

際取引 と同 じものではな くな って しま うことにな

ります。

また,こ れ もみな さん の 中に は,あ ま り問題

じゃない とい う方がい らっしゃるか もしれ ません

が,UN/EDIFACTの ドキ ュメン トは,す べ て英

語で ござい ます。大変 ボ リュー ムがあるもので,

中小企業 まで広めてい くことを考えます と,日 本

語に してわか りやすい ものを作 ってい く必要 が当

然 あるな と考えてお ります。

今,通 産省が どの様 に標 準化 を考 えているのか

とい う事なんですが,今 ただちにす べての取 引で

UN/EDIFACTを 利 用 す るす るの は 無 理 だ と

思 ってお ります。 当面 の間,ど の ぐらいの期間に

なるかわか りませ んが,国 内取引においては,わ

が国の業際標準 であるCII標 準 を広 めて 行 きた

い,国 際取 引,外 国 の企業,あ るいは外資系の企

業 との間では,UN/EDIFACTの 利 用を進 め て

行 きたい,こ の様に思 ってお ります。

いずれ,国 際標 準に統 合 され て い くわ けで す

が,そ の過程が 問題 です。国際標準については今

まで,多 くの分野で ハーモナ イゼ ーシ ョンといい

なが ら欧米 に素直に従 って きた と言 って よい と思

います が,EDIの 世 界 です と,い ろいろ問題 は出

て参 ります。 もちろん,日 本の商取引慣行 すべて

がいいとい う様 には なかなかいえない ところ もあ

ると思 います ので,そ の不透明だ といわれ る部分

につ いては,改 め るべ き点は改め,合 理的である

とい う所 は世界 に向か って この様 にすべ きである

と,ま たこ うい うものも取 り入れ るべ きだ とい う

事 で積極的 に提案を し,わ が国の取引慣行 を国際

標準 に反映 させ てい くとい う努力 も必要だ と考 え

てお ります。

それか ら技術的には,今 後 ど うい う方向で進 む

のか と考え ます と,現 在バ ッチ処 理的 なEDIに

な ってお りますけれ ども,在 庫の問い合わ せであ

るとか,あ るいは,カ タログの取 り寄 せの ような

もの もすべてEDIで や ってい くと考 えます と,当

然,座 席予約 システ ムの ような形,い わゆ るイン

タラクテ ィブ と呼んでますが,リ アル タイム処理

のEDIと い うもの も標準化 を図ってい く必要が あ

ります。 また,マ ルチメデ ィアとい うのも,大 変

重要な方向だ とい う様 に考 えてお ります。図面 の

デ ータ,あ るいは加工,指 示,挿 絵,そ ういった

ものを将来ネ ッ トワー クを用 いて送 る可能性が あ

ります。そ うい う設計 図面 データを中心 と した マ

ルチ メデ ィアへの対応 とい うもの も考 えていかな

い といけない と思 ってお ります。

、
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また,UN/EDIFACTの フ ァク トの ファ,Aで

すね,Aは 実 は,ア ドミニス トレーシ ョンで あ り

ま して,こ れは,エ デ ィフ ァク トのAが ア ドミニ

ス トレーシ ョンと い う こ とは,つ ま り,何 も

EDIを 使 うのは商取引,民 間 に 限 った事 では な

い,行 政 を含 めて進め るべ きだ と,こ うい う思想

が入 ってるわ けで,そ うい う点か ら考 えます と,

通 産省,あ るいは 日本 の政府 の取 り組み は,残 念

なが ら大変遅れてお ります。 この辺 につ いても政

府 自らが率先 してEDIの 利 用を進 めていかない と

いけな いん じゃないか と考えてお ります。 アメ リ

カ,あ るいは ヨー ロッパの方では,EDIの 利 用が

政府で も進 んでる ように聞 いてお ります。

最後にな りますが,EDIが 本 当に効果 を もた ら

すためには,わ れわれは総合的なEDIと か,一 口

で言 ってますけれ ども,南 流,物 流,金 融 あ りと

あ らゆ る商取 引が総合的 にEDIで 行 われ る ような

ものを実現 して いか ない とい け ませ ん し,そ う

いった ものが企業の中で も,各 企業の中の システ

ムと一体 となった総合的な システムにな っていか

ない と,効 果は出て こないん じゃないか と思 って

お ります。そ うい う意味で考 えてい きます と,当

然制度的な見直 しも必要にな って くるのではない

か と考 えてお ります。

ご存知 の とお り,わ が国 の法規制では,ど こま

で厳密 にそ うだ と言 い切れ るか もまたい ろい ろ問

題 があるか もしれ ませ んが,取 引の契約行為 の実

施証 拠性 は,一 応 書面 に よるもの とい う様 にされ

てお ります。諸外国の例 とい うの も,ま だまだ,

これか ら調べない といけないんですが,電 子的に

蓄積 された取引記録 とい うものが,正 式の記録で

ある と認 められて いる所 もある ように聞いてお り

ます。

わ ざわざ,EDIで す べての取 引を電 子化 して,

社 内の事務を合理化 した として も,結 局 また,紙

に打ち出 して保存 をする とい うのでは,総 合的な

コス トを計算を してみない とわか りませ んが,か

な り無駄にな るのではないか とい う事を考 え危惧

してお ります。

そ うします と,帳 票保存義務を課 してい る,あ

るいは,そ れに関連する ような法律 とい うのは沢

山あ ります。 民法,商 法,法 人税 法,印 紙税 法

等 々,そ ういった もの との関係を大分勉強 したわ

け ですけれ ども,さ らに深 く突 っ込んで,あ るい

は,そ の海外 の実例 を調べ て,社 会的に公認 され

る新 しいルールづ く り,制 度づ くり,制 度を変え

ない といけないか ど うかについては議論 はあると

思い ますけれ ども,そ うい った方 向での見直 しを

や っていかないといけない とい う様に考えてお り

ます。そ うい う意味 で,今 日こ うい うテ ーマで2

日間に渡 って,セ ミナ ーが開か れ る とい うこ と

は,大 変喜ば しい事だ とい う様 に思 ってお ります。

簡単 に通産省の施策 と今後 の方 向について説

明させていただ きました。

一ノ
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情報化白書1993

一情報化の潮流の変化 と展望一

1993年 版情報化白書が6月10日 に出版 さ

れました。編集にあたっては,石 井威望慶

雁義塾大学環境情報学部教授を委員長とす

る 「情報化 白書編集委員会」を中心に,多

数の執筆者の方々のご協力を仰ぎ,情 報化

に関する最新動向を取 り上げています。

同白書の構成は右図のとおりです。

93年版白書は,① 情報化のどの領域でど

んな変化が起きているのか,あ るいは起 き

ようとしているのかを明らかにし,情 報化

を取 り巻 く環境および情報化自体が新 しい

段階に入ったことを解説した総論と,② 情

報化編,情 報産業編,環 境 ・基盤整備編,

国際編の4本 柱で例年 どお り内外の情報化

および関連する諸問題の動向を多様な観点

から紹介した各論,③ 最新統計などの基礎

的データや年表を一括に収録 したデータ編

で構成 されています。

ここでは,そ の中か ら総論 の一部を ご紹

介 します。

(
各

論

》

輪

情報化白書1993年 版の基本構成と狙い

産業における情報化
2.個 人 ・生活における情報化
3,社 会 ・行政における情報化
4.地 域における情報化

1.情 報関連技術の進展
⊃ンピュ一夕産業

3.情 報サービス産業
4、電気通信産業

「□「.
環境.基盤 備編

標準化
セキュリティ対策

人材育成
ヒューマンインタフェース

f青線イヒ関連施策

－
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L国 際環境の変化と情報化の進展
2.ア メリカ
ヨーロッパ

その他諸国

デ=石一「
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「情報化の潮流の変化と展望1を テーマと

して、情報化にかかわる 「変化」をわかり
やすい読みものとしてまとめた。

・産業、個人 ・生活、社会 ・行政、地域
における情報化の新しい動きと課題を

まとめ、利用側の実情を示す。

情報化の提供側として、コンピュータ、
情報サービス、電気通信の各産業とこ
れ らの基礎となる情報関連技術の新し
い動きを示す。

.・情報化の進展を支える基盤テーマとし

て、標準化、セキュリティ対策、人材
育成、ヒューマンインタフェースの新
しい動きを示す。

併せて、これら全体を支援する政府の
施策を紹介する。

先進国、NIESお よびその他諸国も

含め、グローバルな視点から情報化の
新しい動き、関連施策、課題等を示す㌔.

統計数値等の基本的データおよび
情報化年表q992年 ▲～!2月)を 更新
して示す。

ジ
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「1993年版情報化 白書」総論:

情報化 の潮流の変化 と展望

1.は じ め に

80年代の後半以降,内 外の政治 ・経済 ・社会す

べての面において,劇 的な変化が起きている。国

際的には冷戦体制の崩壊,ヨ ーロッパ大連合と北

米自由貿易圏という経済プロヅク化の動き,国 内

ではバブルの膨張と崩壊,そ してその後の景気後

退や政治の混迷などがある。

これらの変化は,世 界規模での情報化の進展と

密接な関係を持っていると同時に,他 方において

情報化自体に多大なインパクトを与えている。特

に,今 日の不況下におけ る情報化の現状を見 る

と,従 来の延長線上にはない大きな潮流の変化を

感 じざるをえない。それは情報化を巡る環境の変

化と,ダ ウンサイジング,オ ープンシステム化,

さらに一部市場の成熟とい う情報産業の構造変化

が相互作用を及ぼ しあいながら同時進行する,い

わば,「複合変化」でもある。

しかしながら,情 報化は今後 とも,日 本経済お

よび国民生活の発展の基礎をなす ものであること

は自明のことである。そのためにも情報産業は,

産業 ・社会全体の構造的変化に対応できるよう

に,自 らの構造改革を達成しなければならない。

わが国の産業界においては近年,環 境問題,高

齢化,労 働力不足,一 極集中の加速化などの構造

的制約要因が顕在化 してきている。また,社 会 ・

生活面においても,公 的サービスの向上,教 育の

充実などゆとりと豊かさの実現に向けて解決すべ

き課題 も多い。 こうした課題の解決には,情 報シ

ステムの活用が不可欠であり,情 報産業が果たす

役割への期待は大 きい。

その実現のためにも,情 報産業自身の構造的制

約要因であるソフ トウェア部門の未成熟とい う状

況を緊急に打破するための方策が必要になる。例

えば,ソ フ トウェアの価値 と市場メカニズムの確

立,ソ フ トウェア構築技術の高度化,そ して専門

分野に特化 した高度な人材の育成などが当面の重

要な措置になろう。

本総論では,以 上のような認識のもとに,「 情

報化の潮流の変化 と展望」をテーマとした。「変

化」としては,内 外の政治 ・経済情勢の激変やラ

イフスタイルの変化など情報化を取 り巻 く環境と

ともに,情 報産業の構造変化や産業の情報化,新

技術の動向など情報化自体の変化についてとらえ

た。

2.国 際動向 と情報化

2.1ボ ー ダ レス化 と経済ブ ロック化

80年 代以降の国際 システムの最大の特徴は,世

界的な規模での情報化 の進展 に伴い,リ アル タイ

ムの情報 の波及 とその共有 が可能 とな り,そ れに

よってボーダ レス化が急激 に進 み,政 治 ・経済 ・

社 会の透 明度が顕著に増大 したこ とであろ う。

しか し他方で,特 に経済的な側面 でのブ ロック

化の動 きも急 である。西 ヨー ロッパ諸 国を中心 と

したEC統 合,さ らには北 ヨー ロッパの国々を 中

心 とす るEFTAを も含 ん だ ヨ ー ロ ッパ 大 連 合

(EEA)は,着 実 に実現 に 向か いつつ ある。 ま

た,ア メ リカ,カ ナダ,メ キシコ3国 間の経 済取

引 を自由にする ことを 目指 した北米 自由貿易協定

(NAFTA)も,92年8月 には ドラフ トに関 して

合意に達 してい る。 さらに,「 成長の三 日月」と呼

ばれ る 日本か ら東南 アジアにまた カミる地域,ア ジ

アNIES(韓 国,台 湾,シ ンガポール,香 港)に一



イン ドネシア,タ イお よび マ レー シアを 加 えた

「セ ブン ドラゴンズ」な ど ,経 済的に きわめて活

発な アジア太 平洋地域 も,1つ の経済圏 を成 しつ

つある。

これ らの統合 ない し自由貿易圏構想は ,一 面で

は,そ の地域 内で の自由貿易を 目指 した ものであ

り,自 由貿易体制の拡大 またはボー ダ レス化の進

展 と見 ることがで きる。 しか し,一 方では,地 域

外の国 々との関係については もう1つ あいまいで

あ り,悪 くす る と経済 のブ ロック化 を招 きかね な

い。

今世紀末か ら21世 紀にかけて,こ れ ら3つ の地

域が世界経済のなかで果たす役割が ます ます大 き

くな ってい くことは否定で きない。 しか し,今 後

最 も重要な点は,そ れ らが互いに排他的 にな らな

い ような国際経 済 システムをいか に形成 ・維持 し

てい くか とい うことであろ う。

2.2新 世 界秩序 の模 索

激動す る世界情勢において,新 たな国家 間の秩

序体制が求め られてい るなか,情 報化 に関わ る面

において も,国 際的な八一モナイゼーシ ョン(調

和)と 新 しい枠組 みの形成が模索 されてい る。具

体 的には,知 的財産 の保護を巡 るGATTのTRI-

P交 渉,WIPO(世 界知 的所 有権機関)に おける

議論,そ してOECDの 情 報 システ ムセキ ュ リテ ィ

ガイ ドライ ン策定な どがあ る。

知 的財産権 の保護 については,先 進 国と途上国

間は もとよ り先進 国間で も,例 えば特許の保護期

間や発 明時点 の特定 な どに関 して統一がな く,さ

まざまな問題の要因にな って いた。TRIP(Tra-

deRelatedAspectofIntellectualProperty)

は,91年 末 に基本的合意に達 し,特 許をは じめ知

的財産権 全般 にわたる保護 や権利行使 につ いて世

界的 レベルで新 しい枠組 み が整 備 され る こ とに

な った.

また,WIPOに お いて も,各 国特許制度の調和

を 目指 して,85年 以 来,い わゆ る 「特 許 調和 条

約」について検討 して きたが,92年 秋 のWIPO総

会 で合意に達 し,93年7月 に成立 す る見込 み と

な った 。 な お,ア メ リカ は,TRIPお よ び

WIPOに お け る議論を踏 まえて ,先 発 明主義か ら

先願主 義へ の移行 を決定す るな ど,特 許制度の仕

組 みに 「調和」 とい う変化の波が押 し寄せてい る。

一方
,OECDに お いては,情 報あ るいは情 報 シ

ステムのセ キェ リテイの分野における国際調和 が

議論 されて きた。92年11月 に は,「 情 報 システ ム

セキ ュ リティ ・ガイ ドライ ン」がOECDよ り発表

され た。 同ガイ ドライ ン制定 にあた り,OECDは

以下 の ような情報化 の環境変化 を基本認識 として

指摘 している。す なわ ち,情 報 システムが ますま

す国際的 に拡大 し,情 報の価値 お よび利用 が急速

に高 ま り,誰 もが容易に システ ムに アクセスでき

るよ うにな って きた こと。 同時 にデータお よび情

報 に対 す るア クセス も意 図的かつ容易にな り,各

国が歩調 を合わせ た新 たな対応が必要にな って き

た ことで ある。

世界は今,政 治,経 済,社 会,そ して情報 を取

り巻 く環境の激変 のなかで,調 和 を 目指 した構造

的変革 と新 しい秩序 の形成 を求 められ ている。 ・

3.国 内動向と情報化

3.1バ ブル崩壊と情報化への影響 、

日本経済は,87年 から長期にわた り高い成長を

続けた。 しか し,90年 末頃よりそのテンポが減速

し,91年 後半には景気後退 ,調 整過程に入ったと

考えられる。この間,地 価,株 価が経済の基礎的

な条件と整合的な水準以上に高騰 し,そ して急速

に下落するという,い わゆる 「バブル」の発生と



崩壊が起こった。これまで,石 油危機,円 高不況

など,外 的要因に よる景気後退は経験してきたも

のの,今 回のような内生的,自 律的な景気後退の

経験には乏 しく,高 い成長から急速に景気後退に

陥ったため,落 差感が強 く,実 態以上に投資マイ

ン ドが冷え込み,雇 用調整の先急ぎにつながって

いるとい う側面もみられる。

政府は91年 末以降のこうした景気後退を深刻に

とらえ,430兆 円の公共投資基本計画を柱 とした

「生活大国jを 目指す経済計画の策定(92年6

月),10兆 円にのぼる総合景気対策(92年8月)

などの景気浮揚策を矢継ぎ早に打ち出している。

また,93年4月 には,「新社会資本の整備」を含む

新総合経済対策(事 業規模約13兆2,000億 円)も

決定された。

この ようなマクロ経済の現状は,情 報化にも大

きな影響を及ぼ している。実際,80年 代を通 じて

終始右肩上がりであったハー ド部門の収益性の低

下,情 報サービス産業の総売上高の減少,活 発で

あった情報化投資(特 に金融 ・保険部門)の 落ち

込み,さ らには主としてソフト部門の雇用調整な

ど,情 報化の動きは大きく様変わ りをしつつある。

このような情報化の現状は,こ れまでの情報化が

情報システムをはじめとする,さ まざまな分野へ

の量的拡大の方向を目指していたのに対 して,今

後は新分野への進出の一時繰 り延べも含んで,質

的向上へ向かおうとする方向転換の兆候 と解釈す

ることもできよう。

3.2情 報 産業の構造変化

現在,情 報産業 は,景 気後退 による情報化投資

の停滞な どの外的な環境変化 以外に,ダ ウンサイ

ジング,オ ープンシステム化 な ど,内 的な構造変

化を も経験 しつ つ ある。 また ユ ーザ ーの ニーズ

も,単 な るハ ー ドの性能向上ではな くて,ハ ー ド

とソフ トが適切に組み合わされた,よ り一段 と進

んだ情報システムの設計 ・構築とそれを通 じた問

題解決へと高度化 しつつある。

このようなダウンサイジングとオープンシステ

ム化に伴 うハー ドの非差別化 とその価格の急落,

お よびユーザーニーズの変化は,情 報産業にこれ

までとは異なる根本的な構造変化を促 している。

この結果,85年 当時の円高不況は,情 報産業のな

かでも,ど ちらかというとハー ドを中心とした製

造部門を直撃 したが,今 回は ソフ ト部門 も含ん

だ,情 報産業全体の大きな打撃を与えている。 も

ちろん,こ うした情報サービス産業の売上高の減

少の直接の原因は,銀 行業界の第3次 オンライン

システムの完了とバブルの崩壊 という外的要因に

求めることもできようが,根 本的には,こ れまで

の情報化 とは何だったのか,そ してそのメリット

は何だったのか という点まで遡って考える必要が

あろ う。

産業構造審議会情報産業部会は,こ のような問

題意識から92年12月 に 「緊急提言 ソフ トウェア

新時代」および 「情報化人材対策小委員会中間報

告」の2つ の提言を行っている。これら2つ の提

言はいずれも,ダ ウンサイジングとオープンシス

テム化 という構造変化とユーザーニーズの変化に

対応して,情 報産業の側においても,そ の収益構

造の中心がハー ドからソフトに移行 しつつあるの

が確実であるところから,ソ フ トウェア構築技術

の高度化 とそれに要する人材の育成が緊急の課題

であるという基本認識に立っている。

特に緊急提言 「ソフ トウェア新時代」ではソフ

トウェア産業育成のための施策として,ハ ー ドと

ソフ トの価格の分離(ア ンバン ドリング),ソ フ

トウェア部門の独立性の確立,取 引ルールの明確

化や原価および価格管理の厳格化などによる市場

原理の確立,技 術情報の開示,さ らにはパ ッケー一



ジソフ トの供給の増大,政 府調達市場の改善など

をあげている.こ れらはすべて,今 回の構造変化

を契機 として,わ が国の情報産業が根本的な変革

を遂げるためにクリアしなければならない課題で

ある。

3.3知 的財産および情報の保護

わが国における知的財産および情報の保護をめ

ぐる動 きは,GATT,WIPO,OECDな どにおけ

る国際調和に対応するため,急 激な変化と展開を

見せている。

情報関連分野における権利保護の皮切 りは,コ

ンピュータプログラムの保護であった。プログラ

ム保護を巡 っては ,著 作権法で保護するか,特 別

の立法措置をとるかで議論が行われたが ,著 作権

法で保護することにな り,85年 に同法の改正が行

われた。80年 代中頃は,技 術革新の急激な進展 と

い う環境変化に対応して,わ が国における権利保

護の動 きがクローズアップした時期であった。

90年代に入ると,知 的財産や情報の保護を巡る

動きはより活発になった。例えば,ト レードシー

クレット保護を強化するための不正競争防止法改

正(91年),サ ービスマーク保護のための商標法

改正(92年)な どが行われた。また,企 業や機関

における著作物の複写に関して,そ の著作権料を

集中的に処理する日本複写機センターの設立,さ

らにはディジタル録音 ・録画機器や同テープの価

格に,あ らか じめ著作権料を上乗せして販売する

報酬請求権制度の導入と,脚 私的録音補償金管理

協会の発足など,権 利保護の波が,わ れわれの 日

常の仕事や生活により密着 したところに押 し寄せ

てきたのも大きな変化である。

知的財産権とともに,セ キ ュリティの観点から

の情報保護も重要である。例えば,情 報処理振興

事業協会(IPA)の 調査によれば,コ ンピュータ

'

ウイルスの被害 は,92年 には前年比4倍 と急増 し

てお り,社 会問題にな りつつあ る。今後,バ ック

ア ップ対策 は も と よ り,シ ス テ ム監 査 ,コ ン

ピュータ犯罪対応な ど幅広 いセキ ュ リテ ィ対策が

よ り一層 重要になろ う。

特 に,将 来においては,あ らゆ る情報がデ ィジ

タル化 され,世 界規模で流通す るよ うにな る。 こ

の ようなデ ィジタル化 された世界においては ,技

術的保護手段のみな らず,一 人ひ とりの意識改革

がセキ ュ リテ ィ確保 に不可欠 になろ う。

4.産 業の情報化

4.1情 報 化 の見直 し

産業の情報化は,省 力化 ・合理化 な どの定型業

務か ら,経 営の意思決定支援 などの非定型な業務

へ と拡 大され て きた。 しか し,不 況に遭遇 したい

ま,日 本型経営そ のものが見直 されつつあ り,企

業の情報化 あるいは情報 システ ムの役割,目 的は

何かが,今 改めて問い直 されている。

特 に,見 直 しの ター ゲ ッ トにな って い るのが

SIS(戦 略 情報 システム)で あ る。SISは 市 場に

おいて,自 社 の事業を他社に対 して競争優位 にお

くための システ ムであ る。わが国では このSISが

80年 代 末 か らブー ムの ようにな り,多 くの企業が

その構築 に取 り組 んだ。 しか し,SISを 導 入 しな

い うちに今回の不況を迎えた企業が多い。 そ して

現実的には,不 況 によるSISの 見 直 しとい うより

も,SISが 内 包 していた問題 が不況 に よって顕在

化 した と言え る。 情報化 の方 向が,メ ーカーか

らユ ーザー主導 になっているのと同様に ,企 業に

おいて も情報処理部 門か らエ ン ドユーザ ー主体に

なろ うと している。 そ の典 型的 例 として,CIO

(情 報 担 当総括役員)とEUC(エ ン ドユーザー コ

ンピューティング)が ある。CIOは 戦 略 目標 に



即 して情報化 の推進 を図 る担 当役員 を指 し,

EUCは 現場要員に自らの業務について情報管理

させることを意味する。これらの機能は,好 況,

不況にかかわらず,90年 代を通 じて情報システム

部門と協力して,企 業内の情報化を推進する役割

を担 うはずである。

また,情 報化の成果を,「ゆ とり1の 実現に向

けて発揮しようとする企業 も出てきた。製品や,

サービスの開発,流 通サイクルを決定的に短縮 さ

せてきた情報 ・通信システムが,労 働時間の短縮

に貢献 しなかったのは奇妙でもある。

産業の情報化をより大きな視点でみれば,企 業

は社会に対 しても,こ れまで以上に眼を向けなけ

ればならない。今後この点で,も っとも問題にな

りそうなものはPL(製 造物責任)で ある。すでに

アメリカでは,ソ フ トウェアのPLが 議論されて

いる。この トレンドは近い将来,日 本にも及んで

くるだろう。

4.2新 しい方向一ユーザーの時代

90年 代初頭におけ るコンピュー タ技術 は,ま さ

にパ ラダイムシフ トともいえ るような大変貌 を遂

げつつ ある。

まず,大 型汎用 コン ピュータか ら,小 型で性能

対価格 比が抜群 に よいパー ソナル コンピュータや

ワー クステー シ ョン群への 「ダ ウンサイジング」

であ る。次に,ど の メーカーの どんな製 品で も,

相 互に接続 した り,ソ フ トウェアを入れ換 えた り

で きるマルチベ ンダー環境,い わゆ る 「オープ ン

システム」が出現 した。 も う1つ は,コ ンピュー

タで画像や映像を操作す る 「マルチ メデ ィア」化

が進 んだ。 また,自 分 の気にい ったハ ー ドや ソフ

トな どを組み合わせて利用す るユーザ ーをサポー

トす る ビジネスが登場 してきた。 このよ うな事業

者が 「システ ムイ ンテグ レータ」で ある。 さらに

この ような情報化環境 の変化 の中で,ユ ーザ ー企

業が 自社 の情報 システムにつ いて外部 のベ ンダー

と契約 し,そ の運営 まで も含 んで委託 して しま う

ケース も出て きた。つ ま り,「 アウ トソーシング」

で ある。

この よ うに システ ム構築の環境が整備 され てき

た ので,90年 代 の情報 システムは百花線乱 とい く

はず であった。 しか しなが ら,こ の不 況 に よ っ

て,情 報 システムの新 しい展開は小休止を余儀 な

くさせ られている。

技術 発展の成 果を享受 で きる ような制度作 りも

進め られてい る。 まず,ユ ーザーの立場で情報 シ

ステ ムを有効活用す ることを 目的に,㈹ 日本情報

システム ・ユーザ ー協会が設立 された。次 いで,

EDIの 普 及促 進のためにEDI推 進 協議会 も創設 さ

れた。 どち らもユーザ ー主体の団体である。

80年 代 か ら90年 代 にかけて コンピュー タの世界

で最 も顕著に生 じた トレン ドは,コ ンピュータ利

用の リーダシ ップが メーカーか らユ ーザ ーに移 っ

た ことで ある。 この傾 向は90年 代を通 じて強化 さ

れ る ことはあって も,後 退す ることはないだろ う。

5.家 庭 ・地域 ・社会 の情報 化

5.1家 庭の情報化一ビジュアル化

家庭の情報化は,80年 代を通 じて目覚ましい進

展を遂げてきた。電話の多様化,ビ デオゲーム,

ファクシ ミリ,ワ ープロの普及,そ して衛星放送

の実用化が続いている。家庭での情報化の姿が,

いよいよパーソナル化,ビ ジュアル化す るだろう。

パーソナル化の トレン ドは,例 えば伝統的 メ

ディアである電話においても現れている。携帯電

話の急速な普及は今後 も続き,90年 代末には数千

万台に達すると予測 されている。だれもが自分自

身の電話番号をもち,こ れに電子手帳やヘ ッドホ一



ンステ レオが付 くよ うにな るだろ う。

この よ うな情 報 ・通信 端末 の普及 は ,同 時 に,

現 在の迷惑電話 に相 当す る電話公害を さらに増大

させるおそれ もある。 これに対応す るためには ,

発 信者表示 シス テムや 暗号化 技術 の採 用 と同時

に,プ ライバ シー保護や通信の秘密 のあ り方につ

いて社会的な合意を取 り付けてお くこ とが必要 と

な る。

次に ビジュアル化については,や は りマル チメ

デ ィアへ の期待 が大 きい。CD-ROM(電 子 ブ ッ

ク),DV-1(デ ィジタル ビデオ ・イ ンタラクテa

ブ),CD-1(コ ンパ ク トデ ィス ク ・イ ンタ ラ ク

テ ィブ),マ ル チメデ ィアパ ソコンな ど ,さ まざ

まな新商品が顔 を出 しかけている。新 しいエ ンタ

テイ ンメン ト用 メデ ィアと して,ま た新 しい教育

用 メデ ィア として,家 庭に受け入れ られ てい くで

あろ う。

映像の高品質化 も見逃せない。90年 代後半 にハ

イビジ ョンの実用 化が始まるが,映 像 メデ ィアに

ついて注意す べ き点は,そ の善 し悪 しを決め るも

のは,ハ ー ドウェアではな くて ソフ トウェアだ と

い うことである。 ここに新 しい メデ ィアの可能性

がかか っている。

特にマルチ メデ ィアの世界 では,シ ングル ・

ソース ・マルチ ・ユース ,ま たはマル チ ・ソース

・シングル ・ユース とい
った ソフ トウェアの利 用

法が当た り前 となる。 とすれ ば,ソ フ トウェアの

著作権 の取 り引 きにつ いて新 しい秩序 を組 み立 て

ることが,こ の メデ ィアの実 用化 と普 及 のた め

に,不 可欠な前提 とな る。

5.2地 域 の情報化一担い手の多様化

80年 代 を通 じて,東 京へ の一極集中は決定 的に

進 行 して しま った。 ニ ュ ー メ デ ィア コ ミュニ

ア イ,テ レ トピア,グ リーン トピア ,イ ンテ リ

ジェントシティな ど,さ まざまな地域情報化構想

を中央省庁が提案 し,そ れらを多くの地方 自治体

が導入 したが,そ れでも一極集中の動きを阻止す

ることはできなかった。90年 代の地域情報化政策

は,こ のような一極集中の構図を,ど のようにし

て突き崩すかという目標に絞られなければならな

い。

地域活性化の中核は,な んといっても中小企業

であるが,問 題は,地 域の中小企業が東京圏にあ

る同業者に比較 して,情 報収集や市場開発の点で

不利な立場 にあることである。先進的な自治体

は,こ の格差を小さくするためにすでに民活法の

認定に よる第三セクター(リ サーチ ・コアなど)

を設置 している。 また,中 小企業地域情報セ ン

ターによる各種の情報サービスも実施されている。

最近になって,東 京か ら地域へと流出する企業

が出現 してきた。地域の優秀な人材の確保をねら

う情報サービス関連企業である。これらの事業者

は,サ テライ トオフィスや リゾー トオフィスなど

について実験的な試みを始めている。

農村 も情報化に取 り組んでいる。農産物市況情

報システムの活用はもちろん,こ のシステムに生

産計画システムを連動させて出荷時期や出荷数量

などを決定する戦略システムさえ,部 分的ではあ

るが稼働 し始めた。

生活面に移ると,郵 便局が住民票の発行窓口を

代行 し,コ ンビニエンスス トアが公共料金の徴収

を代行するようになった。 このような地域住民向

けの手軽な情報拠点が次第に増加 しつつある。

また,パ ソコン通信の普及も1992年 半ばに局数

は1900局 に近づき,そ のユーザーは延べ150万 人

を超えた。 もちろん,首 都圏の局数が圧倒的に多

いが,ど この県でも複数の局がすでに稼働 してL・

る。ここに市民の自発的な情報化への動きがある

とも理解できる。



このように,地 域の情報化に関 しては,そ の担

い手や手段が近年急速に多様化している傾向にあ

る。この種の動きが,も し,今 後 も進行し拡大し

続けるならぽ,東 京集中の流れを,あ るいは塞ぎ

止めることができるかもしれない。90年代の地域

情報化にそれを期待 したい。

5.3社 会 システ ムの情報化

一人間中心 への転換

企業 ・産 業が提供す る経済 システムが,情 報化

に よって広 く社会 に普及 し,社 会 のサブシステム

にな る場 合があるが,企 業情報 システムが社会 シ

ステ ム化す るもの として,企 業 間のネ ッ トワーク

化に対す るEDI(電 子データ交換)の さらなる応

用が待たれてい る。EDIの 発 展は,80年 代 にすす

め られた個別企業 ごとの情 報ネ ットワー ク化 を越

えて,企 業間,業 界間のネ ヅ トワーク化 を推進す

るはず である。

交通 システムにつ いては,衛 星利用 のカーナ ビ

ゲー シ ョン ・システム,す なわ ちGPS(グ ローバ

ル ・ポジシ ョニング ・システ ム)の 導 入が具体化

しつつあ る。 これに道路交通情 報通 信 システ ムを

連動 させれば,都 市交通の渋滞を解消 し,無 駄 な

エネルギー消費を 回避 できるはずで ある。GPSも

道 路交通情報通信 システムも,90年 代 に期待 され

る社会 システム となるだろ う。

さらに,90年 代 の大 きな 目標 と して 「生活 大

国」 があげ られている。 この視点 でみると,こ れ

まで産業寄 りであ った社会 システムは,こ こで人

間中心へ と転 回 されなけれ ばな らない。

まず高齢者 やハ ンデ ィキ ャップのある人びとへ

のサポー トが重要になる。 具体 的なテーマ として

は,人 生設計 の充実,就 労環境 の整備,学 習機会

の創出,生 活環境の充実,健 康 不安 の軽減,世 代

間 コ ミュニケーシ ョンの円滑化な どがある。 ここ

で,人 工知能,デ ータベース,CATV,パ ソ コン

通信,ロ ボ ッ トな ど,情 報 ・通信技術 で応用 でき

ることはた くさん ある。労働環境の整備 も欠 かせ

ない。

社会 システムを構築す るに あた って,最 も注意

すべ きは,こ れ を利用す る市民に余計な負担 をか

けてはいけない,と い うことである。 まず技術的

には,な じみやす い ヒューマ ンインタフェースを

普及す ること,ま た システムの信頼性を高め るこ

と,こ の2つ を確保 しなければいけ ない。

また,制 度的な課題 もある。社会 システムであ

れば,個 人情報は当然の ことシステム内に集積 さ

れ るはずで ある。 したが って,個 人情報 の保護を

さ らに徹底 しなければな らない。

6.教 育 ・人材育成 と情報化

6.1新 しい情報化人材像

一量の拡充から質の向上へ

90年代の初めに生 じた経済の低迷は,こ れまで

の情報化人材の拡充路線に対 して冷静な見直しを

迫 り,あ るべき情報化人材の姿に対 しても再検討

が求められている。情報化人材への要求は,90年

代にはいるとともに,「量」の拡充 もさることな

がら,さ らに 「質」の向上へと変化 した。

90年代の情報技術は,よ り高度化 し,よ り専門

化する。また,情 報技術の応用は,よ り多様化

し,よ り普及する。 しかも,こ のような応用は,

より深 く家庭や企業や社会に組み込まれるように

なる。 したがって,90年 代の情報化に対応するた

めには,ま ず,独 創的な技術開発をする人材が求

められる。情報技術の開発においては,多 様化 し

つつある技術要素を的確に組み合せ,そ れをバラ

ンスのとれた製品や システムにまとめあげるプロ

ジェクト管理的な能力も不可欠である。この分野一
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では,技 術的に広 い視野を持 ち,か つ組織管理の

巧みな人材 を欠 くことはで きない。

情報技術 の応用については,そ の導入責任 者は

業務 と技術の双方に対 してバ ランスの とれ た判断

がで き,同 時に,そ れを推進 できる組織運営 力を

持たなければな らない。 この ような人材 は,シ ス

テ ムの提供側,利 用側 を問わず に求 められ るはず

である。

90年 代 には,さ らに広範 な情報化の進展が期待

され る。 このためには,市 民が,仕 事のなかで も

家庭 のなかで も,自 発的に情報技術 を使 い こんで

ゆ く能力 を身 につけなければな らない。 つま り,

だれ もが ミニマム ・エ ッセ ンシャルズ としての情

報 リテラシーを もつ必要がある。

同時に,市 民の情報 リテ ラシーを向上す るため

には,教 育要員の充足 が必須 となる。 この ような

人材は,小 ・中学校か ら高校,大 学 を経 て社会教

育に至 るすべての段 階で,不 可欠にな るだろ う。

6.2教 育の仕組みの再検討

一独創性を発揮できる環境整備

90年代には,市 民全体に対する情報の利活用能

力(情 報 リテラシー)の レベルアップが必要であ

り,情 報化教育の制度についてもこれに対応でき

るような再編成がなされなけれぽならない。

初等中等教育では,新 学習指導要領のもとに,

小学校においてはコンピュータへの慣れ,中 学校

においてはコンピュータの理解,高 等学校におい

てはコンピュータの利用ができるように,そ れぞ

れカリキュラム作 りが進められている。同時に,

教育現場へのパソコンの導入が推進されつつある。

高等教育においても同様であり,こ れまで理科系

学部にのみ限 られていた一般教養課程における情

報教育が,文 科系学部にも拡大されつつある。さ

らに,独 創的な情報処理技術者育成が急務であ

り,こ のためには大学院大学の拡充が先決である。

なお,大 学院大学は,専 門技術者の再教育機関 と

しても,重 要な役割をもっている。

もちろん,企 業内教育もこれまでと同様に重視

されることになる。だが,ほ とんどの企業内教育

はこれまでのように,OJTの みに頼ることはでき

な くなるだろう。第1に,技 術の変化がより急速

かつ多様にな り,一 般企業は追いつけない状況に

なることが想定 され るからである。また第2に,

コンピュータのさらなる普及は,教 育面で余裕の

ない中小企業にさらなる負荷を課すことになるか

らである。

このような環境下では,公 的教育機関の支援が

不可欠になる。例えば,中 央情報教育研究所(C-

AIT)や 各地の地域 ソフ トウェアセンターな ど

は,こ うした期待に応えて,よ り高い教育サービ

スをすることになるだろ う。

す ぐれた情報処理技術者を育成するためには,

彼 らについてはっきりした社会的評価を与えるこ

とが前提 となる。すでに情報処理技術者試験が存

在 しているが,こ の制度の社会的認知をより高め

るためには,さ らなる見直 しも必須だろ う。その

際,技 術者の資質として,独 創性や国際性などを

配慮することは,90年 代の情報化人材像を考える

うえで,見 落とすことはできない視点となる。

6.3全 世代に対応 した情報教育

一情報倫理の醸成

これまでの産業主導型の情報教育では,90年 代

に期待される社会の全面的な情報化には対応 しき

れない。これか らは,幼 年層か ら若年層,中 年

層,高 年層に至るすべての世代に応 じて,的 確な

情報 リテラシー教育を進める必要がある。

幼年層に対 してなすべきことは,コ ンピュータ

になじませることである。 ここでは,す でにゲー

、



ムが子供 たちの心 をとらえている。 この ような関

心 を積極 的に 吸収 し,こ れ を組 み込 ん だ コー ス

ウェアを開発す る ことが,当 面,期 待 され る。

若年層 か ら中年層 に対 しては,パ ソコンのさら

なる普及が,か れ らの情報 リテ ラシーを高め るた

めの推進 力 となるだろ う。若年層 と中年層が持つ

べ き情 報 リテ ラシー として最 も重要 な ものは,た

芒ハ ー ドウェアを駆使 する ことのみではな く,自

ら情 報を選択 し,情 報 を創 造す ることである。前

者のためにはデー タベース検索 が,後 者 のために

はパ ソコン通 信が,と もに大 きくバ ックア ップす

るはずであ る。

老年層 に対 しては,そ の知 的環境,生 活環境 を

活発に持続 させ るために,コ ンピュータが支援 で

きるシーンがた くさんあ るが,問 題 は,高 齢者 た

ちが,こ の よ うな システ ムにな じめ るか,と い う

ことであ る。90年 代には,こ の点に大 きな社会投

資がな され ることにな るだろ う。

80年 代に市民に対 して開かれた情報 システ ムが

増大 したが,こ の情報 システ ムの大衆化 現象が情

報 システ ムのなかに ウイルスにみ られ るよ うなあ

る種 の混乱を もた ら した。90年 代におけ る情報教

育 の最 も重要 な課題は,こ れに対抗す るよ うな情

報倫理 を市民全員 が持つ ようになることである。

7.新 技術の開発 と情報化

7.1コ ンピュータに関する新技術

コンピュータに関する技術は,そ の出現以来,

常に変化,そ れ も急激な変化を繰 り返 してきた。

だが,よ く見ると,そ の技術変化の姿自体が,80

年代を通 じてこれまた次第に変化 している。

まず,基 礎研究が重視され始めた。80年 代初め

に開始された第五世代 コンピュータ開発は,日 本

がコンピュータ分野で初めて主体的に行動 した基

礎 研究 とい う意味で,影 響力 と存在感を持つ もの

であ った。 この プロジェク トは並列推論 とい う新

しいパ ラダイ ムに挑 戦 し,そ の成果物 に関す る知

的所有権を公開す ることに よって,国 際社会への

貢献を図 った。

90年 代には,こ の種の基礎研究 はさらに リアル

・ワール ド ・コン ピューテ ィング(四 次元 コン

ピュータ)と して展開 され ることにな っている。

そ の 目標は,第1に 人間並みの柔軟性 と適応性を

もつ情報処理技術の開発,第2に 社会 に散 らば っ

ている膨大 な情報を 同時処理す るための分散処理

イ ンフラの開発 である。 このために開発 が期待 さ

れ ているキー ・テクノ ロジーとして,超 並列 コン

ピューテ ィング,ニ ュー ラル コ ンピ ューテ ィ ン

グ,光 コンピ ューテ ィング,柔 らか い論理,パ

ター ン認識 な どが並 んでいる。

90年 代 になる とともに,新 しい開発 目標 が,具

体 的な商品 として,視 野に入 って きた。そ のなか

で最 も注 目されて い るのが マル チ メデ ィアで あ

り,究 極の映像技術 ともい うべ きバーチ ャル リア

リテ ィ技術 である。 ただ し,マ ルチ メデ ィアに も

バ ーチ ャル リア リテ ィに も問題がある。 それ は,

これ らの情報指 向の技術成果が,モ ノ主体 で組 み

立て られた既存 の社会秩序や人間行動 に大 きいイ

ンパ ク トを及ぼす ことにな るだろ う,と い うこと

で ある。新 しいメデ ィアや技術 も,そ の使 われ方

に よっては弊害 をもたらす ことにな る。 メデ ィア

の功罪につ いて一 人ひ と りが考 え る とと もに,

ツ ール として使 いこなす能力を身につけ ることが

重要になろ う。

7.2新 通信インフラの出現

85年の通信の自由化に端を発する通信市場の競

争は,80年 代後半を通 じて,サ ービスの多様化を

もたらしたが,こ れを支えているものカミ通信技術一
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のデ ィジタル化 である。現在ISDN(統 合 デ ィジ

タルサー ビス網)の 構築が推進 されつつあ るが,

これ を加速す る動 きが,映 像化,イ ンテ リジェン

ト化,パ ー ソナル化 の3つ の方向で計画 されてい

る。

どの計画 も,今 日の通信サ ービス メニューに,

新 しいサー ビスを加 えよ うとす るものである。 そ

のため には,各 ユーザ ーに光 ファイバーを引き こ

み,併 せ てISDNの 高速化,広 帯域化(い わゆ る

B-ISDN)を 図 ろ うとい う新 通信 イ ンフラの構築

が必要 とな る。

この計画 を実現す るにあた っては,高 速 の交換

技術 と大容量の中継伝送技術 を開発 しなけれ ばな

らない。 まず,高 速交換技術 としてはATM技 術

の開発が,ま た,大 容量の中継伝送技術 と しては

光 ケーブル の開発が,そ れぞれ要素技術 として期

待 され てお り,そ の どの部分において も,光 処理

技術の徹底 した取 り込みが前提 とされ ている。

この新 しい通信イ ンフラに課せ られ たも う1つ

の条件は,複 数の電気通信事業者 がそれぞれ運用

してい るネ ッ トワークに対 して,そ れぞれが相互

に,し か も自由に接続で きる ようにす ることで あ

る。 これは,事 業者の市場におけ る公正競争の見

地か らも,ま た,ユ ーザ ー保護 の視点か らも,欠

かせない条件 とな る。

7.3標 準 化 ・オープ ン化

標準化の流れは,市 場 シェアの高 いメーカーの

製品が 「事実上の標 準(デ フ ァク ト・スタンダー

ド)」 とな って普及 していたが,こ の傾 向が80年

代を通 じて変化 して きた。製 品の多様化に よ り,

どんな メーカーで も1社 ですべ ての製品 メニュー

を揃え ることが困難 にな ったため,ユ ーザ ーは複

数の メーカーの製品を購 入 し,そ れを組み合わせ

て使え るよ うにな った。 マルチベ ンダー方式で あ

る。

ユーザ ーがマル チベ ンダー方式を採用するため

には,違 うメーカーの製品であ って も,同 一の標

準を持つ ことが望 ま しい。80年 代に この ような位

置 を占めた標準 にUNIXが あ る。これに気づいた

メー カーは,し だいにUNIX標 準 の製品を市場 に

出 し始 めた。

小型 コンピュータの高性能化,多 様 化 と低価格

化 のおかげ で,ど んな ユーザ ーであ って も,自 分

の業務 と技量 に応 じた コン ピュータを選択 で きる

ようにな った。そ の結果,コ ンピュータ処理 の分

散化 と大衆化が急速に進行 し,シ ステ ムのネ ッ ト

ワークに よる相 互 接続,ソ フ トウェアや デ ータ

ベースの交換や共同利用な どが ,多 くのユーザ ー

によって望 まれ るよ うにな った。 これを実 現でき

る環境を システムのオ ープ ン化 とい う。

オープン化は コンピュータの普及を促進 し,コ

ンピュータの普及はオ ープン化を さらに進展 させ

る。90年 代にな って,コ ンピュータの世界 で初 め

て,こ の よ うな よい フ ィー ドバ ヅク ・ループが回

り,標 準の本来の効果が もた らされたかにみえる。

標準化の実施にあた って大切な ことは,事 業者

が積極的に協力 し,寄 与 し合 うことである。 この

ためには,互 いにイ ンタフ ェース情報 を公 開 し,

ソ フ トウェア解析 のための リバース ・エ ンジニア

リングを認 め合 うとい う業界 ルールを確立 しなけ

ればな らない。

、
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情報化の進展に伴い、企業や社会におけるコン

ピュータシステムの役割は多様化,複 雑化し,万

一 トラブルが発生 した際の影響力は計 り知れない

ほど多大なものとなっています。このような現在

の状況の中では,情 報システムの安全性や信頼

性,効 率性の向上は健全な情報化社会形成のため

の必須条件であり,コ ンピュータを中心とした情

報システムを客観的な立場から総合的に点検,評

価 し,関 係者に助言 ・勧告を行 うシステム監査

は,そ の重要性をますます高めています。

しかしなが ら,実 際には,わ が国におけるシス

テム監査の実施率は未だ20%台 に とどまってお

り,今 後 より一層の普及が必要 とされるところで

す。

本年6月 に発行 されたrシ ステム監査白書93-

94年版』では,第1部 でわが国のシステム監査の

具体的実施例を紹介し,第2部 ではわが国におけ

るシステム監査の実態について調査結果を分析 し

ています。また,資 料編にはシステム監査に関連

する基準,規 則,さ らに情報セキュリティに関す

る調査の集計結果を収録 しました。

今回は,第1部 システム監査の動向より第2章

『大学におけるシステム監査教育』について抜粋

し,ご 紹介 します。

目 次

第1部 システム監査の動向
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第1部 第2章

大学 におけ るシステ ム監査教 育

わが 国のシステム監査は,日 本情報処 理開発協

会が提唱 してか ら18年 が経過 し,ま た,通 産 省が

システ ム監査基準を公表 してか らす でに7年 を経

過 してい る。 しか し,現 在 の普及率 は20%台 の後

半であ り,年 間の普及 率 も1～2%程 度 の上昇に

留ま っている。

システム監査学会 では ,高 度情報化社 会 といわ

れ る今 日,シ ステム監査の研究 ・実践 の必要性 は

従来にな く高 まってい ると認識 している。経営者

も,不 況下の今 日,自 社 の情報 システム利用 の見

直 し ・再構成 等を図る 「リス トラクチ ャリング」

の視 点か らシステ ム監査へ の期待が高 まってい る。

この ような状況 にあるにもかかわ らず ,実 際には

システム監査 の普及は遅 々として進 んでいない。

今回,シ ステム監査学会では,視 点 を変 えて大

学におけ るシステ ム監査教育の実態 に 目を向けて

み ることに した。調査 の結果,「 シス テム監査 」と

| い う名称 の科 目を開講 しているのは
,全 国の4年

制大学 お よび短大 のご く一部で あることが明 らか

になった。

1.調 査 の概 要

システ ム監査学会 では,1993年2月 か ら3月 に

かけて,大 学 を対象 に 「システム監査教育に関す

るア ンケー ト調査」 を実施 した。調査 対象は,全

国の457大 学 で,86大 学 よ り回答が得 られ た。 こ

れを,4年 制大学 と短大に分けてながめてみる と

次の とお りであ る。

(4年 制)(短 大)(合 計)

'

発送数325131

回収 数7320

回収 率22.5%15.3%

1)4年 制 大学

456

93

20.4%

調査対象を学部 レベルでながめると,文 系の場

合は,商 学科,経 営学科,経 営情報学科およびこ

れ らに類似する学科を有する学部,工 学系では,

情報工学科,管 理工学科およびこれらに類似する

学科を有する学部を選んだ。具体的な学部名と調

査票発送数 ・回収数は次のとお りである。

表1-ll調 査表発送/回 収状況(4年 制大学)

学部名 発送数 回収数

商学部 40 8

商経学部 6 3

国際商学部 1 0

経営学部 39 10

経営情報学部 13 4

情報科学部 1 1

情報学部 3 2

社会情報学部 2 0

環境情報学部 1 0

経済情報学部 1 0

経済学部 125 23

政経学部 2 2

法経学部 1 0

国際政治経済学部 1 0

産業社会学部 2 1

工学部 67 15

システム工学部 1 0

情報字類 1 1

電気通信学部 1 1

理工学部 11 2

理学部 5 0

生産工学部 1 0

合 計 325 73

29,



2)短 大

学科 レベルでは,文 系の場合は商学科,経 営

科,経 済学科およびこれらと類似の学科を有する

短大,工 学系の場合は情報工学科およびこれと類

似の学科を有する短大を選んだ。具体的な学科名

と調査票発送数 ・回収数は次のとお りである。

表1-12調 査表発送/回 収状況(短 大)

(学科名) 発送数 回収数

商科 9 0

商学科 10 3

商業科 2 0

商業学科 2 0

商経科 16 1

商経学科 9 2

経営科 7 0

経営学科 15 2

経営実務科 4 0

経営情報科 8 1

経営情報学科 19 4

経済科 7 2

経済学科 6 2

法経科 1 1

法経学科 2 0

産業情報科 1 0

産業情報学科 1 0

情報処理学科 6 2

情報工学科 1 0

情報計数学科 1 0

情報文化学科 1 0

情報経営システム学科 1 0

工業技術科 1 0

電子情報学科 1 0

合 計 131 20

2.調 査 の結果

2.1シ ステム監査教育の実施状況

この調査に回答を得た93校 のうち,す でにシス

テム監査教育を実施しているというのが20校,教

育することが確定しているというのが6校 である。

しか し,こ の中で 「システム監査」について専門

科 目を設置(平 成5年 の開講を含む)し ているの

は,大 学院を含めて11校 にすぎず,あ と1校 が

平成8年 に開講するとしている。これら以外は特

定の科目の中でその一部 として教育しているもの

である。

表1-13シ ステム監査教育の実施状況

回 答

項 目 4 短 大 計

年 学

制 期 院

1.す でに教育 して
21校 1校 1校 23狡

い る

2.教 育する ことが
5校 一 2校 ア校

確定 している

3.今 後,教 育する

か否かは検討し 15校 7校 1校 23校

ている

4.当 面,教 育す る
33校 13校 一 46校

予定はない

合 計 74校 21校 4校 轍
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1)シ ステム監査についての科 目

システム監査についての科 目の開講はまだ新 し

く,南 山大学 と横浜商科大学の2校 が昭和60年

代に開講 した以外は,全 て平成に入ってか らの

開講である。具体的に大学名をあげると次のと

お りである。

① 学部レベル(4年 制大学)

南山大学 経営学部(前 期2単 位 ,後期2単 位)

横浜商科大学 商学部(4単 位)

常葉学園浜松大学 経営情報学部(4単 位)

神戸商科大学 商経学部(2単 位)

北海道情報大学 経営情報学部(2単 位)

近畿大学 商経学部(4単 位)

摂南大学 経営情報学部(4単 位)

朝日大学 経営学部(4単位),(1993年 より)

流通科学大学 情報学部(4単 位),(1993年

より)

なお,こ れら以外に立命館大学では ,「シス

テム監査法」とい う科目を1996年 に2単 位 で開

講するとしている。

② 大学院 レベル

愛知大学 経営学研究科(4単 位)

産能大学 経営情報学研究科(2単 位),

(1993年 より)

③ 短大

東京経営短期大学 経営情報学科(2単 位)

2)特 定の科 目の中での一部教育

特定の科 目の中でシステム監査をとりあげてい

る場合は,90分 の講義を1～3回 実施 してい

る。

例外としては,大 阪大学が 「経営情報論」

(4単 位)の 中で10回 の講義を実施している。シ

ステム監査をとりあげている科 目は,一 般的な

傾向として,情 報システム関連系統,経 営情報

関連系統,会 計 ・監査関連系統の3つ に分類で

きる。また,シ ステム監査を取 り上げている科

目で異色と思われるのは,北 海学園大学の 「プ

ログラミング」,東 北大学の 「信頼性工学」であ

る。具体的に大学名 と科 目名をあげると次の と

おりである。

なお,今 回の調査の不手際により,回 答用紙が

大学の特定の教育担当者のもとにとどま り,関

連する担当者からの回答が得 られなかった。お

そ らく,中 央大学商学部,大 学院のように複数

科 目において,各 々の視点からシステム監査を

取 り上げているケースは,少 ないと考え られ

る。

① 学部 レベル

北海学園大学 経済学部(プ ログラミング1,皿)

北見工業大学 工学部(情 報システム工学fi)

東和大学 工学部(シ ステム工学)

甲南大学 経営学部(シ ステム分析)

九州東海大学 工学部(情報ネットワークシステム)

東北大学 工学部(信 頼性工学)

愛知大学 経営学部(情報処理論情報管理論 演習)

作新学院大学 経営学部(情 報管理工学)

中央大学 商学部(経 営情報システム論 ,情 報

資源管理論)

上智大学 経済学部(経 営情報論,会 計情報論)

大阪商業大学 商経学部(経 営情報論)

大阪大学 経済学部(経 営情報論)

駿河台大学 経済学部(経 営情報論)

札幌学院大学 商学部(監 査論)

滋賀大学 経済学部(監 査論)

② 大学院 レベル

作新学院大学 経営学研究科(情 報 システム論

特論)

中央大学 商学研究科(経 営情報システム論特

講,内 部監査論特講,情 報資源管理

論特講)
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2.2シ ステム監査教育のテキス ト

システム監査教育を実施している場合の教材

としては,主 として市販の参考書 ・教科書を利

用している例が多い。オリジナルな教材を作成

・使用している例も5校 あるが ,こ の調査か ら

は内容まではわからない。具体的に参考書 ・教

科書の名称が記載された回答の書名をみる と,

システム監査教育で使用 される参考書 ・教科書

は,大 別してシステム監査の系統の書物,監 査

論の系統の書物,情 報システム関連の系統の書

物に分かれている。そ して,「システム監査」と

いう科 目を開講 している場合はシステム監査の

本を使用 している例が多 く,「会計関連」の科 目

でシステム監査をとりあげている場合は監査論

の系統の書物を使用 している例が多 く,「情報

システム関連」の科 目でシステム監査をと りあ

げている場合は情報システム関連の系統の書物

が各種使用 されている。書名をあげるとは次の

とおりである。

・システム監査基準解説書

・システムの監査

・システム監査概論

・システム監査の手法 と実務

・情報システム監査の技法

・最新監査論

・監査論概説

・システム工学

・暗号とセキュリティ

・システム設計論

・教養のためのコンピュータ概論

・情報通信ネ ットワークシステム構築技術入門

これらの参考書 ・教科書のみでいろいろな判断

をすることは難 しいが,一 般的に次のようなこ

とがいえる。システム監査は,文 系,工 学系の

双方でと りあげられている。文系では,シ ステ

ム監査に真正面から取 り組んでいるケースと,

会計の延長線上で取 り上げているケースと情報

システム管理の視点から取 り組んでいるケース

がある。工学系では,ほ とんどが特定科 目の中

でシステム監査をとりあげるケースであ り,そ

の意味では参考書 ・教科書か らシステム監査教

育の内容を知ること,あ るいは傾向を把握す る

ことは不可能である。

2.3教 育 の方法
ア

システム監査教育 の方法につては,18校 か ら回

答 が得 られ ているが,そ の内訳をみ ると,15校

が 教科書に よる講義方式 をとってお り,一 般的

な傾向を示 している といえる。残 りは,ケ ース

・メソ ッ ドを採用 しているのが1校 ,実 習を取

り入れてい るのが1校,板 書 とプ リン トの配 布

に よる講義方式が1校 となっている。 シス テ ム

監査教育が,現 段階では教科書 に よる講義 方 式

でな い となか なか難 しい一面 が あ るこ とを物

語 っている。

2.4シ ステム監査教育実施の検討

現段階ではシステム監査教育を実施 していない

が,今 後,教 育するか否かを検討している大学

も22校ある。 これらの検討は,学 部学科 レベル

が17校,大 学院 レベルが6校 である。一般的に

システム監査教育は,大 学院 レベルで実施すべ

き内容ではないかという意見も聞かれるが,実

際に教育されているのも,こ れから実施 しよう

と検討しているのも,圧 倒的に学部 レベルであ

り,大 学院で取 り上げる例は少ない。



ンスァム監査教育の未実施の理由

今回の調査では,半 数弱が当面教育する予定

はないと回答している。その理由で最 も多いの

は,「学部 ・学科の教育特性 ・体系から考えて,

困難である」 という意見,次 いで多いのが担当

者の確保が困難であるとい う意見 ,第3番 目に

多いのが学問として十分成熟 していないとい う

意見である。

表1-14シ ステム監査教育の未実施の理由

学部学科
レベ ノレ

大学院

レベノレ

1.学 部 ・学科 の教育特性
・体系か ら考えて

,困

難 であ る(必 要 がない)

25校 11校

2.シ ス テ ム監査教 育は実

施 していないが,情 報

システムのセキ ュリテ

ィ問題 は,別 の科 目で

扱 ってい る

9校 1校

3.学問および講座 として

十分に成熟 していない 11校 9校

4.社会的ニーズ(大 学へ
の役割期待)が 低い 2校 2校

5.担当者の確保が困難で
ある 13校 10校

別 の観点か らは,シ ステ ム監 査教 育は実施 して

いないが,情 報 システ ムのセキ ュリテ ィ問題 は

別 の科 目で扱 っている とい うのが,決 して多 く

はな いが10校 み られ る。 セキ ュ リテ ィ問題 を

扱 っている具体的な科 目は次の とお りである。

・情報処 理

・情 報処理論

・情報概論

・情報 システム論

・計算機概論

'ソ フ トウェア工学

・情報科学概論

・システム工学

・システム設計

・経営情報管理論

・システム分析

・電子計算機各論

以上のように,情 報システム関連の各種科 目

でセキュリティ問題がとり扱われている。 これ

は,当 面システム監査教育を実施する予定がな

い大学のみの回答である。すでにシステム監査

教育を実施している大学や今後検討するとい う

大学においては,情 報システム関連の科 目にお

いて,セ キュリティ問題を取 り上げているケー

スがより多いものと考えてよいと思われる。

また,そ の他の意見で具体的に記述されたもの

を紹介すると次のとおりである。

① 情報処理関係科 目の充実をはかっているが ,

まだ他に先に設置しなければならない科 目が多

く,1シ ステム監査」まで至っていない。

② 教育する必要はあると思 うが ,当 面,シ ステ

ム監査に関する独立科 目は短大なるが故に設け

難い。

③ ニーズに対応するだけカリキュラムに余裕が

ない。

④ このような問題(シ ステム監査)を 基本的に

考慮 されていない。

⑤ 電算概論などの科目の中で簡単にふれている

程度。

⑥ システム監査を教育してもよい科 目として ,

「会計情報論」,「監査論」が設置 されている

が,そ れ らの科 目で取 り上げるか否かは ,担 当

教員の意向による。
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4.総 括

今回の調査は,シ ステム監査教育についての初

めての実態調査である。したがって,特 にシステ

ム監査教育の具体的な内容までは立ち入らず,実

施状況 ・体制を中心にその実態を把握 しようとし

たものである。調査結果は,お よそ推測 された状

況であったとはいえ,こ れまでまった くシステム

監査教育について調査されていなかったので,そ

れなりの意義がある。

若干の総括をすれば,以 下のとおりであろう。

4.1現 時点では一部での実施

システム監査教育は,ま だあまり実施されてお

らず,端 緒に着いたばかりである。その要因につ

いて検討を加えてみたい。

第一に 「学部 ・学科の教育特性 ・体系から考え

て,困 難である」とい う指摘が最も多かったこと

に注 目したい。た とえば,4年 生大学の130～

140単位内外の卒業最低履修単位や教育スタッフ

数の制約の中で,長 い歴史を経て検討を繰 り返

し,そ の学部 ・学科の学問 ・教育体系 ・特性 とし

て培われてきた既存科目群に,「 システム監査」

教育への社会的要請があるからといって,単 純に

増設することができないという理由は,一 般論 と

しても容易に推察できる。

システム監査は,か な り専門性が高 く,監 査対

象となる情報システムに関する技術的知識だけで

なく,企 画 ・開発 ・設計 ・運用といった情報シス

テムの全 うイフサイクルに関す る知識,さ らに

は,情 報システムが支援する業務 ・管理活動,経

営戦略,組 織構造 ・過程等々の広い知識を基礎 と

して,は じめて効果的な教育展開ができるもので

ある。システム監査1科 目の設置とはいえ,関 連

する基礎 ・既存科 目群の全体的見直 しを迫 り,学

部 ・学科のアイデンティさえ崩 しかねないことも

あろう。

第二に,シ ステム監査の専門性を考えれば,学

部 レベルよりもより専門的な大学院 レベルで教育

実践されることが推測され ようが,今 回の調査で

は学部以上に実践 されていないことが明らかに

なった。これは,か な り歴史も浅 く,ま だ大学院

を設置 していない大学の回答が多 く含まれていた

ことなどが影響 しているようである。未実施の要

因としては,次 のような解釈ができるであろう。

まず,教 育担当者の問題である。「社会に開か

れた大学院」を謳いながらも,研 究者を育成する

側面をもつ性格上,多 くの社会 ・人文科学系の大

学では,伝 統的に大学院の教育担当者の資格要件

を,研 究者としての要件 も踏まえて学部よりも一

段と厳 しくしているのが実情である。 したがっ

て,既 存の学問体系の中で育ち,固 有の専門領域

をもつ現在の教育担当者は,そ の領域に関連す る

限 り若干の指導をしつつも,シ ステム監査を真正

面に据えて研究 ・教育する段階に至っていないと

いえよう。

また,現 在,大 学外でシステム監査に関する研

究と実践を進めた人材を多 く登用するようになっ

たとはいえ,や は りこの大学院側の伝統的資格要

件を重視する傾向が障害 となっていると推定され

る。今回の調査で 「担当者の確保が困難」という

回答が多かったことも符合する結果であろう。

第三に,本 来,大 学での実践科学的な教育科 目

の設置は,社 会での実践が進み,そ の中で研究 ・

教育の必要性が喚起され,徐 々にその内容と体系

が確立されるとともに設置 される傾向がある。シ

ステム監査は,そ の実践の必要性が十分に認識さ

れながらもなかなか普及しないという状況である。

このような中で,通 産省がシステム監査人の能力

認定試験である 「情報処理システム監査技術者試一



テム監査への理解と普及に重要な役割を果たして

いる。 しか し,若 干保守的ともいえる関連領域の

研究 ・教育担当者にとっては,未 だ定着 したとい

う認識は低 く,「学問および講座 として成熟 して

いない」 という回答を生む背景となっていること

は否定できないであろ う。また ,当 該試験が,

「27歳以上」,「大学卒業程度の一般的常識を有

し,5年 程度以上の一般実務の経験」 といった要

件を設定していることも,大 学の教育 レベルを超

えているといった印象を与えているのではないか

と思われる。

4.2将 来は普及

システム監査に関する教育は,今 後ますます拡

大すると思われる。なぜならば,今 回の調査にお

いて,す でに実施 もしくは開講予定と回答した大

学の学部 ・学科の多 くは,最 近の社会の役割期待

を敏感に汲み取 り,情 報化社会に主体的に参加で

きる人材の育成を十分に勘案して開設された もの

であった り,開 設予定のものである。

また,す でに実施,も しくは予定 していると回

答 した歴史のある既存学部 ・学科も,就 学人口の

低減期を迎える中で,最 近の社会からの役割期待

を真摯に受け止めて抜本的な学部 ・学科の改革に

取 り組んでいるところであ り,絶 えず教育体系の

見直 しをしている革新的風土を持っている大学で

ある。

これらの大学で実施,予 定 していることは ,こ

れまでのように単に情報化社会の高度化に偏向す

ることなく,そ の健全な発達を図ることが教育の

緊急の課題とな り,シ ステム監査教育の重要性を

ますます認識し,今 後,確 実に教育実施の検討が

進む証 と推定 してよいだろう。

今回の調査でも 「社会的ニーズ(大 学への役割

各大学 ともニーズが高いと認識 していると解釈で

き,「担当者の確保が困難」とい うような状況が

解消されるならば,教 育の実施が進むと考えてよ

いだろう。

4.3シ ステム監査学会の役割

今後,シ ステム監査学会への役割期待は,増 大

する。調査結果が示す ように,シ ステム監査に関

する社会的教育ニーズがありながら 「学問および

講座として成熟していない」ということも事実で

あ り,専 門性が高いことも否定できない。確固た

る学問領域 として確立す るか否かは,今 後ますま

す研究 ・実践が進む中で時間をかけて評価される

問題である。

しか し,シ ステム監査学会,そ して各大学 とも

に,社 会的ニーズが存在する限 り,そ の理論的 ・

実践的研究だけを先行 させ,そ れに終始すること

は許されない。社会的ニーズが存在する限 り,そ

の学問としての専門性はともか く,大 学,短 大,

大学院 レベルでどのような内容をどの程度までど

のような方式で行 うべきかについても同時に研究

を重ねるべき使命があると考えられる。逆説的な

見方であるが,た とえば,大 学が現在実施してい

る情報処理教育について,依 然として専門科 目か

のごとき体系で,実 はその内容は,コ ンピュータ

リテラシー教育の範疇に入るといった奇妙な現象

もある。 これを批判するものではない。これは,

学問としての専門性があるか否かによって,実 施

しているのではな く,社 会的ニーズを直裁に反映

して設置 し,内 容を固 く,教 育している側面を大

学が実践 している一例 としてみることができるの

である。

もちろん固有の科 目としてだけではな く,既 存

科目体系や科 目のなかでどのように位置づけ,ど



の ような レベル まで教育すべ きか も重要な課題 と

な る。 た とえば,か つて の文部省 の大学設置分科

会経 済専門委 員会 の経営情報系学部 ・学科設置 の

科 目体系の取 り扱いにおいて,「 経 営情 報(シ ス

テム)論 」が,必 置科 目的に位置づけ られた こと

が影響 して,経 営情報学部に とどまらず多 くの ビ

ジネス系学 部で設置 している。 しか し,米 国の 当

該科 目の教科書においては,セ キ ュ リテ ィととも

に システ ム監査が経営情 報 システムを理解 し,展

開す る うえにおいて重要な ファクターと認識 し,

必 ず とい って よいほど盛 り込 まれてい るのに,わ

が国の教科 書 には ほ とん ど盛 り込 んで いな い と

い って よいのが実情 であろ う。 また米国の情報処

理教育,情 報 システ ム教育の カ リキ ュラムに多大

な 影 響 を 与 え て い るACM(Associationfor

ComputingMachinery)の 一 連 の勧告 でも,ま す

ます重視 して きている。

このよ うな実情か ら,わ が国に おい て もACM

の よ うに,大 学を中心 と して,シ ス テム監査の教

育のあ り方 につ いてセキ ュリテ ィ教育 とともに,

検 討を重 ね,提 案 してい くこともシステム監査学

会の重要な,緊 急の役 割 とな って こよ う。

一 一



海外ニュース&ト ピックス

〈 コンピュータ リサイクル 〉

アメ リカでは,環 境や省エ ネルギ ーを考慮 した

「グ リーンPC」 が注 目を集め てきてい る
。PCの

商品サイ クルは短 く,膨 れ上 がる一方 の中古PC

の処 分は大 きな問題 とな っているため ,リ サイ ク

ル し易 い商 品の開発 が望 まれ る
。そ こで,各 部品

の規格 を標 準化 し ,分 解 や取 り外 しを簡単 に し

て,再 利用や グ レー ドア ップを容 易にす るシステ

ムが各 メーカーか ら発表 され ている
。 また,自 動

的に電 源 を切/入 す る省 エネ型PCの 需 要 も高

ま ってお り,ア メ リカ環境保護局は ,ア メ リカ全

てのPCが 省エネ型PCに なれ ば ,2000年 ま でに年

間20億 の節約にな り,自 動車500万 台 分 の排 ガ ス

も回避 で きると試 算 している。

〈情報 システムセキ ュ リテ ィ 〉

自社の ネ ッ トワークの安全性 を確保す るため ,

ハ ッカーを雇用 して実際に システムを破 らせ てみ

て,そ の報告 を受 け,セ キ ュリテ ィ向上に役立て

るとい う動 きが大手企業 に見 られ る。大手会 計事

務所や コンサル テ ィング会社 も,こ のサー ビスに

進出 して いる。 また,ラ イバル企業 に 自社 のデー

タを覗かれてい るらしい とい う懸念か ら ,そ の報

復 としてハ ッカーを雇 い,相 手企業 のネ ッ トワー

クに侵入 し,デ ータを破壊 させ る例 も増加 してい

るら しく,ハ ッカーの専門集団は引 っ張 りだ こで

ある。

〈 リエンジニアリング 〉

業務や組織など経営全体を見直し,情 報技術を

積極的に利用 して経営効率を高めるとい う 「リエ

ンジニアリング」は今や流行になうているが,リ
エンジニアリングの最大の障害は ,実 は,ス ク

ラ ヅプにす るには高価 す ぎ,ま た リス クもある コ

ンピュータシステ ムであ り,ソ フ トウェアを含め

て老朽化 した システムである。部分的な改良を繰

り返す よりは,ハ ー ドもソフ トも全部置 き換 えた

方が結果的には費用の削減に もな る。

〈顧客サービスシステム 〉

市場競争の激 しい分野では,価 格競争だけでな

く顧客サービスの充実が大きな地位を占めるが,

対応に時間がかか り,窓 口担当者の訓練 も必要で

あ り,ま た,ユ ーザの質問には似たようなものが

多いため専門的な技術者を張 りつけておいても効

率が悪いといった問題がある。そこでCompaq社

は顧客サービス窓口のシステム化を図 り,そ のた

めのエキスパー トシステムを構築 した。これによ

り,ほ とんどの質問に短時間で回答できるように

なったが,利 用すればするほど,回 答の精度 も高

まることになる。

〈グ ローバルキ ャ リア 〉

今,世 界 の電気通信事業者は,多 国籍 企業 向け

の ワンス トップ ・シ ョッピング ・サー ビスの提供

を 目指す国際的な提携 を積極的 に進 めている。 こ

れ らは,今 後収益性が高 いと思われ る国際ネ ッ ト

ワーク ・アウ トソーシング市場を念 頭に置 いた も

ので,AT&Tは,シ ンガポール テ レコム
,KDDと

共 に 「ワール ドソース」 とい うグル ープを結 成

し,他 の国の事業者 の参加 も求めてお り,BTと

MCIはBTの 「シンコーデ ィア」を引 き継 ぐ形 で

グ ローバル サ ー ビスのた め の会社 を設 立 し ,ま

た,FranceTelecomとDBPTelekomは 「ユ ー

ネ ッ トコム」を

形成 している。
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ユーザ ーの責任

社団法人日本情報システム・ユーザー協会

事務局主事 石 島 正 勝

本会が昨年7月15日,社 団法人 日本情報システ

ム ・ユーザー協会 として認可され新発足 してか ら

1年 が経過 した。この間,わ が国では初めての本

格的なユーザー政策団体として,内 外を問わず諸

方面か ら高い関心 と期待をお寄せいただいたこと

を光栄に感ずるとともに,こ れらの期待に十分お

応えしていかなければならない責任の重さも痛感

している。昨年は年度半ばの発足とい うこともあ

り,委 員会 ・部会などの組織づ くりに多 くの時間

をとられたが,今 年度は協会内の体制 も整い,1

年間フルに活動できるr活 動元年』と位置づけ,

役職員一丸となった会員の拡大や事業展開に乗 り

出している。今年度末には,各 委員会や部会の活

動が成果物 としてまとめられる予定であ り,そ の

際にはまた関係各位への公開を通 じてさまざまな

意見をいただき今後の参考にしたいと考えている。

ユーザー団体 として大 きな発言力 と影響のある

事業を展開していくには,何 よりも会員組織の拡

大が肝要である。現在,法 人会員215社 が会員組

織の中核を占めているが,今 年度中に法人正会員

300社,将 来的には500社 を 目標としている。500

社 とは全産業分野の大手5社 を網羅 した計算であ

る。これカミ皮算用にならぬように気持ちを引き締

めていきたいと考えている。

さて,こ れまでのわが国情報化 の進展におい

て,ユ ーザ ーとい うものは,正 直言 ってあ ま り目

だたない存在 であ った。別 にユーザ ーが何の活動

もしていなか ったわけではない。 ハー ドウ ェアや

ソフ トウ ェアが脚光を浴び過 ぎていたため,相 対

的 に地道な ユーザ ー活動が あま り目だたなか った

だけの話 である。 もちろんハー ドや ソフ トには注

目され るに足 るだ け のめ ざ ま しい技 術革 新 が あ

り,ま た,国 産 コンピュータや ソフ トウェアの育

成 には永年,国 の政 策 で もあ ったわ けで あ るか

ら,ユ ーザ ーが利用技術 向上 に努めて きた地道 な

経 緯が表面化 されに くか ったのはいた しかたない

ことで もある。

それが近年,rこ れか らの情 報化 は ユ ーザ ー主

導』 『ユーザ ーが メーカーの勢 力 図を変 え る』 と

い ったふ うの文句 が新 聞 ・雑誌 などに さかんに見

受け られ るについて,戸 惑い とともに,ち ょっと

抵抗 も感ぜず にはい られない。 「それ じゃ今 まで

はわ き役 にす ぎなか ったのか」 「メ ーカ ーの与 え

て くれ る製品を,た だ黙 って使 っていればそれで

よか ったのか 」 と反 論 した くな る。 コン ピ ュー

ターや情報 システ ムの使 い手 としてのユーザ ーの

重要性 は,30年 前 も今 も少 しも変わ らないはずで

あ る(と 思 うが)。

ただ昨今,ダ ウンサ イジング化な どに よってエ

ン ドユ ーザ ー(情 報 シス テム部 門以外 の 企 業 内

ユーザ ーとい う意味)な どに コ ンピ ュータが普 及

し,コ ンピュータ人 口が激 増 している。 ユーザ ー

主導 と叫ばれ る よ うに な った背景 に は こ うした

「数の論理」 に対す る敬服 も含 まれてい るようだ。

ユーザー と一 口に言 っても,そ の範囲は恐ろ し

く広い。 どんな コンピューター ・メーカーの中に

も社 内の情報処理を担当す る 「ユーザ ー部 門」 は

存在す る。 コン ピュータを売 りま くっているセー

ルスマ ンでさえ,外 回 りか らオフ ィスに戻 って顧

客のデ ータや見積書 をパ ソコンに入力 してい る時

はれ っきとしたユーザーである。 これか ら 「ユー

ザ ー」 と言 う概念のは っき りしな い言葉(つ ま り
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さまざまな自己解釈が可能な言葉)を 使 うときは,

自分 な りのテ リ トリーを決めて使 ったほ うが良い

ようであ る。

今年6月 に出 された産業構造審議会情報産業部

会報告にはreverywherecomputing」 と い う表現

があ った。直 訳す れ ば 「あ らゆ る場 所 での コン

ピュータ処理 とい うことになろ うが ,昨 今はや り

にエ ン ドユーザ ー ・コンピューティングよ りも ,

語感 は強 い。 コンピュータの有 るところユーザー

有 りとすれ ば,reverywherecomputing」 は 同 時

にreverywhereusers」 で ある。 ユーザ ーのパ イ

が爆発的に増加す ることは本会に とって喜 ば しい

ことでは ある。

さて,ユ ーザ ー の数 の増 加 に 比例 して 最 近

「ユ ーザ ーの責任」 とい う言葉が盛んに聞かれ る

よ うにな って きたが,そ の責任 の中味について具

体 的な議論 があまれ され ていない よ うに思 う。情

報化 におけるユーザ ーの責任 とは具体的に何 であ

ろ うか。

企業 の情報化 はこれ まで メーカーのプ ロポーザ

ルが中心 となって進め られて きたのが実態 である。

そ うした環境に おいてはユ ーザーのさまざまな機

能要求は,特 定の メーカーやベ ンダーに対 して し

か 向け られない。 メーカーか ら見れば,ユ ーザ ー

の機能要求は千差 万別 であ り,す べてに対応す る

ことは不可能であ る。必然的 にユーザ ー ・ニーズ

の取捨選択 の権利 は メーカー側に あったわけであ

る。 ただ し,こ れ とは引き換 えに,こ れ までユー

ザーはシステム ・ダ ウン時の対応な ど ,ト ラブル

が生 じた際 にはメーカーに対応を任せ き りであ っ

たのも否定 で きな い。 また,そ れ に対 す る メー

カー側 の対応 も至れ りつ くせ りであ った。 こうし

た良 きにつけ悪 しきにつけ,メ ーカー とユーザ ー

が持ちつ持たれつの関係を続 けて きた こと こそ,

「ユ ーザ ーの責任」 を暖 昧に した原因 ではなか っ

ただろ うか。

戦後 日本 はア メ リカの傘 の下 で,経 済活動に専

念 していれば良いという恵まれた環境を十分に享

受 し,現 在の経済大国にのしあがった。アメリカ

の傘がなくな って丸裸にな ったいま,政 治,経

済,文 化,科 学すべての局面での大きな転換の渦

に投げ込まれたとい うのがわが国の偽らざる姿の

ような気がする。国際社会から先進国としての責

任を果たせとの要求に戸惑っているのも,こ れま

でそうした責任を問われるという経験が少なかっ

たか らではないだろ うか。 こうした世界的潮流の

180度の変化の中で,今 後の進むべき道を日本 自

身で決めていかなければならないのである。

情報処理の世界もこれと似たような大きな転換

期に入ったようだ。ダウンサイジングによるハー

ドウェアの低価格化やエン ドユーザー層の拡大,

さらにはオープン化の推進などで,コ ンピュータ

メーカーは抜本的な方向転換を余儀なくされてい

る。それに伴い,従 来のようなユーザーとの関係

も変わらざるを得ない状況 となっている。

経営の中に情報技術を最大限活用 して,企 業の

発展を維持させることは,と どのつまりユーザー

の責任である。本会発足の主旨も,情 報化の曲が

り角にあってユーザーがこの責任を果たすために

必要な諸問題の解決を図るというところにある。

新発足以来1年 を経過 した現在,経 営問題(情 報

化投資,人 材育成,経 営 ・業務革新)や 標準化推

進,オ ープンシステム,中 堅企業の情報化推進な

どに関する委員会,研 究部会が活発な活動をおこ

なってお り,今 年度末にはさまざな成果物 として

まとまって くる予定である。来年度以降はテーマ

をさらに掘 り下げるとともに範囲を拡大 して発展

させていきたいと考えている。 ・

借越な言い方ではあるが,本 会の活動の充実に

伴って 「ユーザーの責任」は次第に明確になって

い くことと思う。そ して,何 よりも,他 から指摘

されるのではなくユーザー自らが自身の責任を明

確化させことこそ,い ま現在の 「ユーザ ーの責

任」ではないだろうか。
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● ● ● 総 務 部e● ●

役員の異動

当協会の岩井 政治常務理事および山本 欣子

常務理事は,平 成5年3月 末の任期満了に伴いそ

れぞれ退任 しました。後任の常務理事には市川

隆が4月1日 付けで,毛 利 二教が4月2日 付け

でそれぞれ就任 しました。

なお,山 本 欣子前常務理事は,4月1日 より

当協会の顧問に就任 しました。

理事会の開催

平成5年 度第1回 の理事会が平成5年5月25日

開催され,次 の議案が審議 され,そ れぞれ承認さ

れました。

① 平成4年 度事業報告について

② 平成4年 度収支計算書,正 味財産増減計算

書,貸 借対照表および財産 目録について

③ 平成5年 度補助事業の受入れおよびこれに

伴 う補助事業の実施について

賛助会員研究会の開催

当協会の各種の事業成果や情報処理分野のタイ

ムリーな話題を取 り上げ,協 会賛助会員を中心に

ご紹介する賛助会員研究会を,本 年度も引き続き

次のとおり開催 しました。

第1回(6月17日)

テーマ 第3の 変革期を迎える情報化

講 師 栗田 昭平(評 論家,中 央大学講師)

参加者32名

第2回(6月25日)

マ

師

[テ

講

参加者

1993-94年 版 システム監査白書の要点

鳥居 壮行(当 協会情報セキュリティ

対策室主任研究員)

深田 純男(船 橋市役所企画部

電子計算課主幹)

97名

第3回(7月7日)

テーマ ソフ トウエアの適正な取引を目指して

講 師 岸 博幸(通 商産業省機械情報産業局

電子政策課課長補佐)

参加者88名

● ● ● 開 発 部 ● ● ●

情報ネッ トワークの運用管理

Lは じめに

最近,高 度情報化の1つ としてネットワークの

利用が必須となっています。当協会では,公 益的

中立的立場からのネットワーク構築および運用管

理を支援するため,開 発部にネ ットワーク開発課

を組織し対応 しています。ここでは,現 在,実 施

しているプロジェクトを事例にネットワークの運

用管理業務について紹介します:

2.ネ ッ トワー ク化のニーズ

ネ ッ トワークは,わ れわれが 日常使用 してい る

電 話機 と同様 に,コ ンピュータを通信回線を介 し

て利用す る仕組 みで,パ ソコン通信がそ の一例で

す。肋新世代 コンピュータ技術開発機構(ICOT)

お よ び技 術 研究組合新情報処理開発機構(RWC

P)で は,研 究用ネ ットワーク(ICOネ ッ トワー ク一



お よびRWCネ ッ トワーク)を 構築利用 してい ま

すが,こ の ネ ヅ トワークの運 用管理 を当協会が委

託 されて実施 してお ります。

①ICOTネ ッ トワーク:第 五世代 コン ピュー

タ成果を広 く世界に普及す るため に ,ICOT

無 償 公開 ソフ トウエ ア(IFS)の 公 開作業 と

並列オペ レーシ ョンシステムPIMOSの 現 用

マ シ ンへ の移 植 作 業 を 支援 す る た め に ,

ICOT研 究 所 内ネ ッ トワークと内外研究機関

とのイ ンターネ ッ ト接続,ま た,国 際的共同

研 究機 関 としてオース トラ リア国立大学,米

国オ レ ゴン州 立大学,ス エーデ ン国立 コ ン

ピュータサイエンス研究所な どか らの並列推

論 マシ ン:PIMの 利 用,IFSを 内外 の ユー

ザ ーへ の利用提供等に適用 されています。

②RWCネ ッ トワー ク:RWCPは,リ ア ル

ワール ド ・コン ピ ューテ ィ ングの研究 に あ

た って は分散 研 究方 式を 採用 し集 中研 究所

(茨 城県筑波市)を 中心 に国内外 の研究所や

大学を高速 の通 信回線 で接続 したネ ヅ トワー

クを構築 しています。 これ に よ り集 中研究所

に設置 され た高性能並列 コンピュータや ソフ

トウエアなどの リソースの利用,研 究成果や

研究情報 の交換 などを行 なっています。

lCOTandRWCnetwork

－
」



3.ネ ッ トワー クの運用管理 業務

ネ ッ トワークを利用 して外部デ ータの収集や外

部 コン ピュータの利用,外 部者 と電子 メールの交

換 などを行な うためにはデ ータや コンピュータの

存在場所,内 容,利 用方法,仲 介す る通信 回線 の

速度や品質に関す る情報が必要にな ります。 この

た め,常 時 ネ ッ トワークを運用管理 しなけれぽな

りませ ん。一般的に ネ ッ トワークの運用管理業務

には次 のよ うな事項があ ります。

・構成情報管理 ・変更管理 ・性能管理

・障害管理 ・安全性管理

・サ ー ビスアプ リケーシ ョン管理

例 えば,構 成情報管理は,ネ ッ トワークの構成

要素(通 信網,コ ン ピュータ,デ ータな ど)の 固

有情報,要 素間 の関係,通 信ル ー ト,ア ドレス等

の管理情報 を適切に管理 し最新状態を維持 します。

また,障 害管理 は,ネ ッ トワークの障害の特定,

障害 の局所化,復 旧,利 用者へ の通知 などを適切

に行い,可 能 な限 り障害 の影響 を少な くす る必要

があ ります。

●● ● 調 査 部 ●● ●

情報化白書1993年 版の発行

「情報化白書1993年 版」を6月10日(木)に 発行

しました。

93年版の総論テーマは,r情 報化 の潮流の変化

と展望』。近年の国際環境や国内経済の変化等,

情報化を取 り巻 く環境は激変してお り,ま たそれ

に伴って情報化自体も大きく変わろうとしていま

す。総論ではこのr変 化』に着目して,こ れまで

の情報化の流れを振 り返 りつつ,わ が国の情報化

の展望を解説しました。

各論については,例 年 どお り情報化編,情 報産

業編,環 境整備編,国 際編,デ ータ編 という構成

で,各 分野についての最新動向を取 り上げていま

す。

内容照会については肋 日本情報処理開発協会

情報化白書担当(宕03-3432-9382)ま でお問い合

わせ下さい。

なお,「情報化白書1994年 版」の編集 ・企画に

ついては現在検討中です。

情報化 に関する海外 向け広報

わが国の情報化 の実情 を海外に広報す るため,

英文誌rJapanComputerQuarterly」 を年4回 発

行 し,海 外 の政府機 関,情 報処理関連企業,在 日

外国大使 館等 に送付 しています。

3月 には以下のテーマでNo.93を 発 行 しま した。

No.93:第 五 世代 コンピュータ開発 の成果

・総論

・研究開発成果

(1)逐 次 型推論 マシ ンPSIの 開発

(2)制 約 論理プ ログ ラ ミング

(3)並 列 推論 システムの研究開発

(4)並 列 論理プ ログ ラ ミングの応用

・第五世代 コンピュータ技術 の基盤化 プロジェ

ク ト

・第五世代 コンピュータの将来展望

なお,平 成5年 度発行分(第94号)よ り,コ ン

ピュータのみに とらわれず情報産業分野におけ る

さまざまな テ ーマを と りあげ る とい う趣 旨に よ

り,タ イ トル を 「JIPDECInformatization

Quarterly」 と変更 しま した。

8月 には以下のテーーマでNo.94を 発 行 しま した。

No.94:日 本 におけ るニューメデa'ア 分野 の先

端技術

・DigitalCellularSystemsandServices

・DigitalCellularNetworkTechnologies

・DigitalCellularSystemsTechnologies



・EvolutionandDevelopmentofPersonal

Communication

・Fibe卜OpticRadioSignalTransmission

Technologies

・NetworkTechnologiesofPersonalCommu -

nication

・TrafficInformationServicesUsingFM

MultiplexBroadcasting

・RecentProgressofDBSMobiieReceiver

Technology

・SpreadSpectrumforConsumerCommuni-

cations

情報化月間展示会の開催

政府では,昭 和47年 以来毎年10月 を 「情報化月

間」 と定めています。今年はテーマを 「教育と情

報化」して,全 国でテーマに沿った展示会を開催

します。

また,10月1日(金)に は,全 日空ホテルで情

報化月間記念式典が行われます。

【展示会】

・恵庭市

恵庭 ハイ コンプ レックスフェア'93

日程:10月1日(金)～3日(日)

主 催:恵 庭商工会議所

・仙 台市

ソフ トウ ェーブ21

日程:11月4日(木)～5日(金)

主 催:東 北産業活性化セ ンター

・松本市

'93情 報 システ ムフ
t－ ラム

日程:11月25日(木)～26日(金)

主 催:㈱ 長野県情報 サー ビス振興協会

・名古屋 市

中部21情 報 フ ェア'93

日程:10月6日(水)～8日(金)

主催:勧 中部経営情報化協会

・大 阪市

'93関 西 データベ ースフェア

日程:10月26日(火)～28日(木)

主 催:働 関西情報 センター

・広島市

ソフ トウ ェアエ キス ポ広島'93

日程:10月13日(水)～15日(金)

主催:從 広島県情 報産 業協会

・松江 市

新産業 技術博

日程:10月17日(日)～19日(火)

主 催:㈲ 島根県情報産業協会

・高知市

こうちテ クノピア'93

日程:10月8日(金)～10日(日)

主 催:㈲ 高知県 中小企業公社

・福 岡市

コンピュータ ソフ トウ ェアシ ョーin九 州

日程:11月11日(木)～12日(金)

主 催:㈱ 福岡県中小企業情 報セ ンター

・熊本市

暮 らしと情 報化 展

日程:10月29日(金)～31日(日)

主催:働 熊本 テクノポ リス財団

・大分市

ソフ トピア'93

日程:10月23日(土)～24日(日)'

主催:肋 大分県地域経済情報セ ンター

・浦添 市

沖縄地域 におけ る教育 と情報化

日程:10月16日(土)

主催:肋 地域産業技術振興協会セ ンター－
L _



コン ピュー タ ・トップセ ミナーの開催

平成5年 度 第1回 の トップセ ミナ ーを8月25

日～27日 の3日 間にわた って開催 しま した。20省

庁か ら20名 の幹 部職 員が参加 し,「 パ ソコンを利

用 した情報処理 入門」,「情報処理技術動 向」,「情

報化の動向 と課題」,「民間の最新 の情 報 システ ム

事例見学」等の カ リキ ュラムについて2泊3日 の

集 中研修を行い ま した。

講演 ・セ ミナーの開催

rEDIに おける法的諸問題の検討に関する調査

研究成果発表会一電子取引契約条項作成のポイン

ト」

JIPDECREPORTで ご紹介のとおり,7月8日

(木),9日(金)の2日 間にわた り,千 駄 ヶ谷の日

本青年館で開催しました。

参加者は220名 に上 り,調 査研究委員会の委員

を中心とする講師から詳細な報告があ りました。

さらに参加者と講師との活発な質疑応答もあ り,

この問題に対する関心の高さを うかがわせる発表

会とな りました。

● マイコンシステム技術者試験部 ●

「平成5年 度マイクロコンピュータ応用システ

ム開発技術者試験」を次の通 り実施 します。

◇試験 日=平 成5年11月21日(日)

◇試験地=札 幌,仙 台,東 京,横 浜,静 岡,

名古屋,大 阪,広 島,福 岡

◇試験の区分=初 級,中 級

◇受験資格=特 に無 し

◇願書の受付=平 成5年9月1日 ～9月30日

(当日消印有効)

◇受験料二初級4,120円,中 級4,635門

◇試験方法=筆 記試験

◇試験 の水 準

初級=マ イ クロコンピュータ及 びそ の応用 シ

ステ ムについて基礎 的な知識 を有 し,

実 務経 験1年 程度 の者。

中級=マ イク ロコンピュー タに関 して3～4

年 の実務経験を有 し,マ イ コン応用 シ

ステム開発技術を一通 りマス タしてい

る者。

● ●Al・ ファジィ振興センター ● ●

Atお よびフ ァジ ィに関す る講演会の開催

1.A1講 演会の開催

人工知能(AI)技 術の普及のため下記のとお り

講演会を開催 しました。

・第1回

日 時:平 成5年5月11日(火)

14:00～16:30

会 場:機 械振興会館研修2号 室

テーマ:意 思決定支援システムとプレゼンテー

シ ョ ン

講 師:高 橋 三雄

筑波大学大学院教授

参加者:28名

・第2回

日 時:平 成5年6月11日(金)

13:30～17:00

会 場:中 央情報教育研究所第5教 室

テーマ①:経 験に基づ く学習

講 師:古 川 康一 慶応義塾大学教授

テーマ②:知 識獲得と発想支援

講 師:国 藤 進

北陸先端科学技術大学院大学教授

参加者:49名



・第3回

日 時:平 成5年7月7日(水)

13:30～17:00

会 場:中 央情報教 育研究所第5教 室

テーマ①:人 工生命(A-life)が もた らす新た

なパ ラダイム

講 師:牧 野 武則 東邦大学助教授

テーマ②:実 用化 され るニューロコンピュータ

講 師:浅 川 和雄

㈱富士通研究所パ ター ン処理研究部

部長代理

参加者:25名

2.フ ァ ジィ講演会の開催(予 定)

フ ァジィ技術の普及のため下記 のとお り講演会

の開催 を予定 しています。

日 時:平 成5年11月18日(木)

10:30～17:00

会 場:お 茶 の水 ス クエアC館

テーマ①:フ ァジ ィとAI

講 師:片 井 修

京都大学工学部精密工学科 助教授

テーマ②:フ ァジ ィ連想推論

講 師:山 口 亨

宇都宮大学工学部情報 工学科助教授

テーマ③:自 然言語対話処理におけるフ ァジ

ィ技術

講 師:田 野 俊一

国際 ファジィ工学研究所 主任研究

員

テ ーマ④:フ ァジィエキスパー トシステムと

バ ーチ ャル リア リテ ィ

講 師:今 村 佳 代

松下電工㈱ イ ンフ ォメーシ ョンセ ン

ターVR開 発室

大規模知識ベースの構築 と共有に関する国際会議

の開催(予 定)

当 協会では,大 規模知識 ベースの構築 と世界的

な知 識共有 と再利用 のための新 しい技術 を主題に

広範 な観 点か ら議論 し,取 り組 みへ の緊急性 と研

究開発 を進 めるにあたっての国際協力 の重要性を

広 く世界 の共通認識 とす ることを 目的に,本 年12

月 に 「大規模知識ベ ースの構築 と共有に関す る国

際会議1993」 を 下記の とお り開催す ることとしま

した。

開催に あた りましては,組 織委員 会(委 員長

渕 一博 東京大学教授)な らびにプ ログラム ・

実行委員会(委 員長 横井俊夫 ㈱ 日本電子化辞

書研究所所長)を 当協会 内に設置 し,プ ログラム

等の ご検 討を頂 いてお ります。

1)会 議 名

日本語 名:大 規模知識 ベースの構築 と共有に関

す る国際会議1993

英 語 名:lnternationa1ConferenceonBuild-

ingandSharingofVery-Large

ScaleKnowledgeBases'93

略 称:KB&KS'93

2)主 催

㈱ 日本情報処理 開発協会

3)後 援(予 定)

通 商産 業省,科 学技術庁,米,仏,英,独,

EC等 の政府機関

4)協 賛

国内5学 会,海 外3学 会 ・1機 関

5)開 催 期 日,会 場,セ ッシ ョン名

会 議:会 期:1993年12月1日(水)

2日(木)

会 場:京 王 プラザホテル(東 京)

参加人数:400名

トピックス名:一
一 _



・KB&KSに 対 する社会 的 ・学際的

要請

・言語処理技術

・知識処理技術

・利用可能な大規模知識資源

・情報 イ ンフ ラス トラ クチ ャの構築 と

国際協 力

(パ ネルデ ィス カッシ ョン)

ワ ークシ ョップ.

会 期:1993年12月3日(金),4日(土)

会 場:工 学院大学(東 京)

参加人数:60名

人工知能の技術 と市場 の動 向 に 関す る調 査

研究

人工知能(AI)の 技術及びその利用の現状と動

向を把握するため,AI動 向調査委員会(委 員長

大須賀節雄 東大教授)の 下に専門委員会 ・WG

を設置 して,以 下の調査研究を進めています。

1.Al技 術の動向

AI技 術の全般的動向を把握するため,AI技 術

全体動 向WG(主 査 古川 康一 慶応大学 教

授)に より,AIの 全体像,基 調動向,ニ ューラル

ネ ットワーク,フ ァジィ,人 工生命,等 について

調査研究しています。

また,ハ イ ライ ト技術 と して知的 イ ンター

フェースを取 り上げ,AI技 術専門委員会(委 員長

諏訪 基 電子技術総合研究所情報科学部長)に

より,知 的インターフェースの歴史と全体像(技

術マヅプ),技 術の現状,研 究動向,等 について調

査研究しています。

2.Al利 用の動向

AI利 用専門委員会(委 員長 佐藤 博樹 法

政大学教授)に よ り,中 小企業におけるAIを 含め

た高度情報技術の利用について,ヒ ア リング,ア

ンケー ト調査,等 に よ りその実態を調査研 究 して

います。

また,一 般 コンピュータ ・ユ ーザ ーにお け る

AIシ ステムの導入 ・利用の現状 と将 来 を数量 的

に分析 ・把握す るため,別 途 ア ンケー ト調査を実

施 してい ます。

なお,こ れ らの調査研究成果に,さ らに追加 ・

編集 を行 いrAI白 書1994」 と して刊行す る予定 で

す。

● 中央情報教育研究所 ●

情 報処理 教育 実態 調査

一情報処理技術者育成のモチベーションに関する

国際比較調査一

わが国の情報処理教育の現状と課題を経年的に

把握し,施 策検討等に資するため,本 年度も引き

続き 「情報処理教育実態調査委員会」(委 員長

宮川 公男 一橋大学商学部教授)を 設置 し,企

業(情 報処理サービス業,ユ ーザー企業)お よび

学校(大 学,短 大,高 専,専 門学校,高 校)に お

ける情報処理教育の実施方法,内 容等の調査を実

施 します。

本年度は,継 続的に調査 している項 目に加え,

産業構造審議会情報産業部会人材対策小委員会の

中間報告および最終報告に基づいて作成 している

情報化人材育成カリキュラムで定義 されている人

材に関する調査を追加実施するため,準 備を進め

ています。調査内容 としては,継 続的に調査して

いる項目については,絞 り込みを行い,代 わ り

に,

① 新情報化人材育成のためのモデル研修に関

するニーズ調査



② 産学連携の実態を把握するための実態調査

③ 新情報化人材育成のための通信教育の可能

性に関する調査

④ 新情報化人材の分類,シ ステム開発工程,

工数の関係に関する調査

⑤ 新情報化人材に準拠 したモチベーションに

関する日米比較調査

を追加実施 します。

この内,⑤ については,別 途WGr情 報処理技

術者育成のモチベーションに関する国際比較調査

研究WG」(主 査 石川 昭 青 山学院大学国際

政治経済学部教授)を 設け,実 態調査の一環とし

てユーザー企業,ベ ンダー企業それぞれ1000社 に

対し,ア ンケー ト調査を実施する予定です。

調査内容は,職 務に対する自主性,他 人に与え

る影響力や関わ り,評 価や処遇等に関する個人の

意識を把握するとともに,職 種ごとの傾向を把握

し,情 報処理産業の振興についてあるべ き姿の検

討資料を作成 します。

なお,モ チベーション調査はダニエル クーが

教授(米 国 コロラ ド大学創造革新研究所 経営学

部)と の共同研究であ り,ア ンケー ト内容が米国

は じめ世界数力国で実施しているアンケー トと同

一内容のため国際比較ができ,海 外との情報交換

を継続化できる等,今 後の当所事業の国際化への

第一歩 としての位置づけともなる調査です。

1)応 募者数等

応募者数

受験者数

合格者数

合 格 率

2)女 性合格者数

第1種

773名

3)平 均年齢

第1種

106,508名

63,252名

6,725名

10.6%

第2種

2,127名

第1種

応 募 者27.0歳

合 格 者25.4歳

4)試 験 地別 の状況

第2種

185,057名

114,790名

11,993名

10.4%

第2種

23.2歳

23.4歳

● 情報処理技術者試験センター ●

平成5年 度春期情報処理技術者試験結果

4月18日 に全国52地 区で実施 した春期試験の合

格者を6月 に発表 しました。

合格者は第1種6,725名,第2種11,993名 で し

た。一



平成5年 度春期情報処理技術者試験試験地別一覧表 (全 国)

試験地別 1種 2種(春 期) 春期合計 試験地別 1種 2種(春 期) 春期合計
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95

()

82
{86,3}

7

〔8.5)

300

(}

241

〔80.3)

23

(9.5}

395

()

323

(81,8)

30

〔9,3)
大

阪

京 都
2,064

(-0.8)

1,301

(63.倒

213

(16,4}

3,688

(-3.31

2,309

{62.6}

305

〔13、2}

5,752

〔-2.4}

3,610

(62,8)

518

〔14.3)

大 阪
11,504

〔-8.1}

6,747

(58,6)

708

(10,5}

18,668

〔-13.2}

11,327

〔60.7}

1,177

(10,4)

30,172

〔-11,3)

18,074

(59.9}

1,885

(10.4)

一一

青 森
204

(-21.5)

121
{59,3}

9
(7,4)

802

(-0,η

605

〔75,4}

42

16.9)

1006

〔二5.8)

726

(72.2)

51

(7,旬

神 戸
3,116

〔0.9}

L830

〔58.7)

201

(11.旬

4,252

〔-3.1)

2,461

〔57,9)

276

(11.2)

7,368

(-1.4}

4,291

(58.2)

477

〔11.1)

一.一一.

盛 岡
288

{-18.6)

186

〔64.6)

18

〔9,7)

898

(0,9)

691

〔76,9)

37

〔5,4)

1,186

〔-4.η

877

(73.9)

55
(6.3)

小 計
16,684

(-5.6)

9,878

〔59.2)

1,122

(11.4)

26,608

(-10.4i`

16,097

〔60.5)

1,758

〔10.9)

43,292

〔-8,6)

25,975

〔60.0)

2,880

(H.1)f山 台
1,709

(一・12,3)

1,010

〔59.D

90

(8,9}

3,954

〔-6.9)

2,485

{62.8〕

286

(lL5}

5663
{:8,6}

3,495

(61.7)

376

〔10.8}

秋 田
279

〔・・12.5)

147
(52.7)

14

{9,5}

712

(-4.2)

503

(70,6}

44

〔8.7)

991

(-6.7)

650

〔65,6)

58

〔8.9}
姫 路

617

(16,2)

419

〔67.9}

33

〔7.9}

1,369

(-2.9)

915

(66、8)

76

(8.3)

1,986

(2,4}

1,334

(67,2)

109

〔8.2}

山 形
251

(-15、2)

160

〔63.η

11

(6,9}

743

〔L5)

572

〔 η.ω

48

〔8.引

994

ト3.3)

732

〔73.6)

59

(8.D
和歌山

385

(}

25艮

〔65.2)

27

{10,8}

783

1)

490

(62.6)

48

(9.8)

1,168

()

741

(63.4)

75

〔10.1)

郡1[.1
299

(6,旬

179

159.9}

19

(10.6}

1,099

〔o,D

725

〔66,旬

56

〔7.71

1,398
(1.3)

904

〔64.η

75

(8,3)
松 江

332

(-1L旬

225

(67,8)

30

(13.3)

1,017

〔L6)

792
{77.9}

94

〔11.9)

11349

〔-L8)

LO17
(75.4)

124

(12.2}

水 戸
1,747

〔-5,5)

882

(50.5)

74

〔8,4〕

4,173

(-L旬

2,353

〔56.4)

201

(8,5}

5,920

(-2.4}

3,235

〔54.ω

275

〔8.5)
岡 山

1,200

(-19.8)

743

(6L9)

70

(9.4)

2,215

〔-30.8)

1,444

〔65.2)

165

(1L引

3,415

(-27.3}

2,187

〔64.0}

235

(10.7)

宇都宮
856

〔 ・-3,6}

549

〔64.旬

72

〔13.D

2,125

{-6.5)

1,599

〔75.2)

151

(9.4)

2,981

〔-5.7)

2,146

(72.旬

223

〔10.4}
広 島

2,309

〔-8.η

1,553

〔67.3}

198

(12.7}

4,207

(-8.ω

3,077

〔73.D

332

(10.8}

6,516

(-8.3}

4,630

(71,1)

530

(1L4)

前 橋
川22

〔-6、4)

734

〔65,4}

56

(7.θ

2,952

(-1.1)

2,172

〔73.6}

三70

(7.8)

4,074

〔-2.6)

2,go6

(71.3)

226

(7,8)
山 口

401

(6,1}

266

〔66,3)

35

(13,2)

1,101

(-o.3)

840

(76.3}

73

(8.7)

1,502

〔L3)

1,106

(73.6}

108

(9.8)

東

京

埼 玉
2,810
(-21.2)

1,706

〔60,7)

167

(9.8)

7,225

〔1.4)

4,268

〔59.1)

423

{9.9)

10,035
(-6,2)

5,974

〔59.5)

590

(9.9)
福 山

362

〔)

251

(69,3)

22

(8.8)

815

(}

556

〔68,2)

50

(9,0}

1,177

(}

807

{68,6)

72

(8.9}

千 葉
4634

{'7.0}

2,747

(59.3)

268

{9,8)

6,856

(46.7}

4,074

(59.4)

445

(10,9)

11,490

{27.6)

6,821

〔59,4)

713

{10,5}
高 松

449

〔-11,D

284

{63.3}

22

{7.7)

1,OI2

(-12.0)

643

(63,5)

67

(lo.4)

1,461

(-11,7)

927

(63,4)

89

〔9.6)

東 京
33,343

〔15.6)

18,479

(55,4}

2,122

(11.5)

47,725.

(-9.D

25,712

{53.9)

2,855

(11.1)

81,068

(-0.3)

44,191

(54.5)

4,977

〔11.3}
徳 島

261

(4,0}

177
(67.8)

16

〔9.0)

539

(-5.3}

362

{67.2}

30

(8,3〕

800

(-2.4}

539

(67,4)

46

〔8.5)

八王子
902

{-58,6)

568

(63.0)

81

{14.3}

3,lo6

(-8.2}

1,856

(59,8}

219

(1L8)

4,008

(-27.9}

2,424

{60.5)

300

(12,の
松 山

651

〔-2,0)

402

(61.8}

45

(1L2}

1,348

(-9.0)

873

(64.8)

99

{11.3}

1,999

(-6.8}

1,275

(63.8}

144

(11.3)

横 浜
7,906

(-28,8}

4,681

(592}

472

(10.D

8,933

{-8.2)

5,2A8

(59,2)

582

(11.旬

16,839

〔-19.2)

9,969

(59.2)

1,054

(10.6}
高 知

279

〔2.6}

176

{63,1)

23

{13.1)

519

(-13,1}

346

(66.7)

61

(17、6)

798

(-8.2}

522

{65,4)

84

{16.1)
1

厚 木
2,355

〔3.4}

1,376

(58.4}

113

〔8,2}

4,442

(14.2}

2,488

〔56.0)

254

〔10.2)

6,797

(10.2)

3,864

(56,8)

367

(9,5)
福 岡

21713

{-12.4)

1,626

{59,9)

三44

{8,9}

5,347

{-7.0)

3,285

〔6L4)

324

(9.9)

8,060

{-8.9)

4,911

(60,9)

468

〔9.5)

小 計
51,950

(-0,7)

29,557

(56.9)

3,223

〔10.9}

78,287

(-3.7〕

43,686

(55.8}

4,778

(10.9}

130,237

〔-2.引

73,243

(56,2)

81001

{10.9}
北九州

944

(-4.3)

銘9

(62.4)

53

(9.0)

2,005

(-8.4〕

1,395

(69.6)

151

〈10.8)

2,949

(-7.1)

1,984

(67,3)

1

204

〔10.31
1

新 潟
1,630

(-3,3)

1,132

(69.4)

163

114.4)

2,387

(-9.4)
L843
(77,2)

259

{14,1)

4,017

(-7.0}

2,9?5

〔74,1)

422

(14,2)
佐 賀

332

(16,5}

214

(64.5)

13

(6,1)

946

〔8.9)

736

〔77.8)

1

61

〔8.3}
1

1,278

(10.7)

950

(74,3)

74

(7.8}

長 野
go5

〔-2.0}

574

(63.4)

45

(7,8)

1,706

(-4.3)

1,046

(61,3}

98

(9.4)

2,611
(-35}

1,620

{62,0}

143

(8,8)
長 崎

325

{-9,2)

194

(59の

14

{7.2)

851

(L6).

596

{70.0

73

(12,2)

1,176

(-L7)

790

〔67.2)

87

{11.0)

甲 府
381

(5.ω

230

〔60.4}

32

(13.9}

885

(-6.0}

555

{62.7}

44

(7,9)

1,266

(-2、9}

785

(62.0)

75

(9,η
熊 本

697

(0.4)

390

(弱,ω

32

(8,2)

1,475

{-9.6)

1,012

{68.6

95

(9.む

2,172

(-6.6)

1,402

(64,5}

127

(9.1)

静 岡
1,409

〔-101.3}

907

(64.引

81

{8,9}

21876

(-U.2)

2,019

{70.2}

193

(9.6)

4,285

(-10.9)

2,926

(68,3)

274

(9,4}
大 分

658

{-3,2)

452

(68.7)

37

{8.2}

1,106

{23}

804

{72.7

131

〔16,3}

1,764

(02)

1,256

(7L2)

168

(13.4}

岐 阜
754

〔)

466

{61.8}

50

(10.7)

1,532

〔)

1,066
(69.6)

108

(10,1}

2,2部

()

1,532

(67.0)

158

(103)
宮 崎

298

(1.4}

203

{68.D

18

(8.9)

932

(-6.7)

735

〔78,9

55

(7.5)

1,230

(-4.9)

938

(76,3}

73

{7.8)

名古屋
6,112

(-20.2)

3,811

{62,4)

375

{9,8)

11,181

〔-23.6)

7,824

〔70.0)

694

{8.9)

17,293

{-22,4}

11,635

{67、3}

1,069

〔9,2}
鹿児島

394

{-2,5)

268

(68.0)

17

(6.3)

1,078

(-6.4)

814

〔75.5

76

(9.3)

1,472

(-5.引

1,082

(73,5}

93

(8.6}

豊 橋
726

〔-12.ω

476

〔65.6)

62

{13,0}

1,957

(6.5

1,479

(75.6)

125

〔8,5)

2,683

(0.6)

1,955

(72.9)

187

(9.6)
那 覇

316

(-8,9}

179

(56.6)

12

(6.7}

鰯

(-6.8}

561
(63.3)

51

(9.1)

1,202

(-7、4)

740

(61.6)

63

(8,5)

富 山
784

{0,9)

485

{6L9)

38

(7,8}

1,フ73

(6.3)

1,071

(60,4}

115

(10.7}

2,557

{4.6}

1,556

{60,9}

153

〔9,8}
全 国
106,508

{-2.6}

63,252

〔59.4}

6,725

(10,6)

185,057

(-4.9)

114,790

〔62.①

11,993

(至0.4)

291,565

{-4.1)

178,042

(61.1}

18,718

(10,5}

金 沢
919

〔-7,4}

557

〔60.6}

46

{8.3)

2,046

(5.8)

1,3η

(67,0}

133

{9の

2,965

〔L3)

1,928

(65,0}

179

〔9.3)

(注) 応轄 酬 の・椴(}内 数字 は揃 年度比増加率(%),受 験 者数欄の下段()内 数字 は受験率(受 験 者数/応 募者数:%)

合格者 数欄 の下段()内 数字 は合格率(合 格者数/受 験者数:%}

なお,旭 川,岐 阜,和 歌 山に関 しては平成4年 秋期か ら,四 日市,福 山は平成5年 春期 か ら試験 地 とな りましたの で,応 募 者数

の対前年度比増加率は未記 入です。

,



5)勤 務先別構成

勤務 先別 構 成比e賊5年 度 醐)

7)研 修先別構成

最終学歴 別 構 成比(械5年 度醐}

第1種

第2種

(応募者)
1.7 止.6

4.0 1.5

第1種

第2境

4.0

(応募者}
L).4
..
、2-6

1,2

35. 5

2,0

37.9
,、1専 修学校 ・冬扇学校

第1種

第2種

。1。to;。1。SOSO'。te90:00駕

(合格者)

Z5 1.6

4,7 1.2 1.T

。1。20・o`。so$。TOlotOleoX

(合格者)

第1覆 123 5T.

3.1

z5

20,3

第2種

3.9

t

4i
大学 ・旧制

11. 33.1
専修学校 ・各種学校

2.2

0102。3。4050・ 。 ・。 ・・9。1・ 。文

欝 娑 羅㌶
(○数字はグラフ上での左からの順手)

010tO304050

・旧辞神学

よグラフの各項目の左からの肩
こは在校生も含む

吟190oo"60

=
特撒鐙

6)研 修先別構成

研修先別(情 報処理関係)構 成比

(平成5年 度 春期)

8)経 験年数別構成

経験年数別(情 報処理関係業務)構 成比

(応募者) 1,6
1.1

(平成5年 度 春期)

第1種

第2積

45.6
一

2,3 1,3

・1.te1.4.50S{T.to,OIOO%

)

●

%

$

(

lo

」0

1■

(合格者)

L5

第1種[366]■ 圃 間 劉 階 ■
.、

第2積

/

30.2
一

2.3

.'.t・8.4n50`・te・o,oIo4s

1●

●

経験なし1年 未満1～33～55～10.IQ-・1515年 以上

)
0
%
`
(

5●

`o

,●

ε■

1●

『.

'一一

.16.

喋
41.2
=

了

一

_..16,

ド
9.

-...一.一...層 ■--

27.2「「 一.A・ 」,←一 一「　 -A...

19.9

}9.9

9・.'召

…

－i・:

:';1

…

_17,5.

曇 ・,、一、___

嗣 田 島 ・已 。

雛 鱗 購 ミ‥
(○数字はグラフの各項目の左からの5閤)

鯖

　

経験なし1年Jk'"1～33～55～1010-一15

茎 第1種..、;、 第2積

ζ

51,2合 格者

}-■-一.■ ・-■..」

一

ド・o

.〕 、..・ 一^'..‥.一.

17.1 .一

,、 一..」 一 一 「一

1.'一 一祈147ー フ ー4L714.6
.1a

一

.

A'

;
'

F

一'8.『6.』'r

26L4

-o巴 ○

15年以上



● ● 産業情報化推進センター ● ●

産業情報化推進センターでは,産 業界における

情報化の健全な発展と普及啓蒙を図るため,各 業

界 との連携を図 りつつ,各 種の課題に取 り組んで

います。

平成5年 度については,以 下にご紹介するよう

な活動を行っています。

ビジネスプ ロ トコルに関す る検討

1.業 際EDIパ イロットモデルの調査 ・研究 ・開

発

本事業は,業 際EDIの 具体的なモデルおよびシ

ステムの構築,デ ータ交換実験とその評価を行 っ

て今後の業際EDIの 構築に資するものです。本年

度は,昨 年度に引き続き,業 際EDIを 対象に,よ

り一般的なモデルの構築へ向けて,運 用実験対象

業務の拡大と実験参加企業の拡大を図る予定です。

2.中 小 企業業際EDlパ イ ロッ トモデルの調査 研

究開発

本 事業 は,前 途1)を 補 完す るものです。1)が 主

として大手企業 向けであるのに対 し,本 事業 では

パ ー ソナル コン ピ ュータで,1)と 同 一 の 業 際

EDI機 能 を実現 しよ うとする ものです。

3.ED1ネ ッ トワークの調 査研 究

現在,製 造各業界で はCIIシ ン タックスルール

をベ ース とした標準 メ ッセ ージ開発 してお り,こ

のシンタ ックスル ール のためのEDIネ ッ トワーク

を整備す る必要が あ ります。 このEDIネ ヅ トワー

クのサー ビスをrCII-EDIサ ー ビス」 と呼 び,本

事業では,そ の運用 ガイ ドライ ンをま とめる予定

です。

ユ ー ザ ー シ ステ ムの 高 度 化 に 関 す る検 討

LEDl向 け 「新手順」の開発

OSIの1つ のプ ロフ ィルであ るFTAMを ベ ー

ス とした ファイル転送 ツール としてのrF手 順」

の開発を終了 しま した。今後 は,F手 順 を導入 し

EDIシ ス テムの開発の際に考え られ る疑 問点な ど

をrQ&A」 の よ うな形で まとめ る予定です。

また,新 たにP-edi(MHSベ ースEDI)及 び ト

ランザ クシ ョン処理 「OSITP」 につ いて,ど の

よ うに取 り組 むかの検討 を継続 して行 う予定です。

2.OSl利 用 促進

OSIに 関 連 したセ ミナーな どを行 う予定 です。

産業界のシステム化調査および構築支援

情報化動向調査および構築支援

EDIを は じめとする産業界における情報システ

ムのネットワーク化動向 ・ニーズ等について,幅

広 く調査(業 種,業 態,地 域などの視点)を 行 う

とともに,特 定の業界を選定 してシステム構築上

の問題点を中立的な立場から取 り上げ,産 業界の

システム構築(特 に,業 界共同ネヅトワークの構

築)を 支援することとしています。

産業界のシステム化制度問題調査研究

EDlの 法的問題に関する調査研究

EDIが 産業活動の基盤 として進展 してい くため

には,EDI取 引を行 う場合の法的有効性を確保す

る必要があります。そこで当センターでは,主 に

EDIの 法的側面から調査研究を行い,EDIの 国際

動向を把握 しつつ,国 内のEDIに 関するモデル契

約を含む行為規範について更に詳細な検討を深め

てゆ くこととしています。



EDlの 普及促進

わが国のEDIの 普及 ・啓蒙,業 種横断的な共通

課題の検討お よび関係者の情報交換の場として,

43(平 成5年7月 現在)の 業界団体および関係4

省庁(オ ブザーバ)で 組織するrEDI推 進協議会」

の事務局を担当するとともに,EDI普 及促進に係

る諸課題について調査研究を行 う予定です。

普及啓蒙活動

L産 業情報化シンポジウムの開催

本年10月8日(金)に 日経ホールにおいて,「産

業情報化シンポジウム」を日本経済新聞社との共

催で開催します。今年は,「情報化の新たなる展

開一新時代を迎える産業の情報化と情報産業一」

をテーマに,来 るべき情報化社会を築 く上で重要

な提言が通商産業省の産業構造審議会情報産業部

会から報告されたのを機に,政 府,ユ ーザおよび

ベンダが一堂に会 し,そ れぞれの立場から討議す

るとともに,今 日の産業の情報化の重要な課題で

あるEDIに ついても焦点を当てる予定です。

2.広 報誌 「産業と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向を広 く関係方面に周

知するため,「産業 と情報」を発行し,会 員等へ配

布 します。

一



通商産業省告示第502号 に基づき,平 成3年3月1日 より当協会を正式な国内登録機関 としてスター ト

したOSIに 係 る組織及び国内標準の登録状況は次のとお りです。

1組 織の登録

(1)一 般組織

平成5年9月20日 現在

No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

1 財団法人情報処理相互運用技術協会(INTAP) 100000 200000

2 富士通株式会社 100001 200001

3 日本 アイ ・ピー ・エ ム株 式会社 100002 200002

4 日本電気株式会社 100003 200003

5 シャープ株式会社 100004 200004

6 日本ユニシス株式会社 100005 200005

7 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デ ー タ 通 信 株 式 会 社 100006 200006

8 松下電器産業株式会社 100007 200007

9 沖電気工業株式会社 100008 200008

10 日本電信電話株式会社 100009 200009

11 株式会社日立製作所 100010 200010

12 三菱電機株式会社 100011 200011

13 株式会社東芝 100012 200012

14 富士ゼ ロックス株式会社 100013 200013

15 住友電気工業株式会社 100014 200014

16 株式会社アステ ック 100015 200015

17 株式会社 日立情報システムズ 100016 200016

18 横 河 デ ィジタル コン ピュータ株 式会社 100017 200017

19 東京電気株式会社 100018 200018

20 エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・イ ン タ ー ネ ッ ト株 式 会 社 100019 200019

21 カ ス タム ・テクノ ロジー株 式会社 100020 200020

22 横 河 ・ビ ュ ー レ ッ ト ・パ ッ カ ー ド株 式 会 社 100021 200021

23 アダムネット株式会社 100022 200022

24 大日本印刷株式会社 100023 200023

25 日本中央競馬会 100024 200024

26 日本 デ ィジタルイ クイ ヅプメ ン ト株 式会 社 100025 200025

27 株式会社すかいら一く 100026 200026

28 日立 ソフ トウ ェアエンジニア リング株式会社 100027 200027

29 ★財団法人電波システム開発センター 100028 200028

30 三菱地所株式会社 100029 200029

組織名称の前に★印が付いている場合は,CCITT系 の登録機関が登録 したものであることを

示します。
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No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェク識 別子構成要素値
31 住友海上火災保険株式会社 101001 201001

32 共栄火災海上保険相互会社 101002 201002

33 興亜火災海上保険株式会社 101003 201003

34 三井海上火災保険株式会社 101004 201004

35 大成火災海上保険株式会社 101005 201005

36 大東京火災海上保険株式会社 101006 201006

37 第一火災海上保険相互会社 101007 201007

38 千代田火災海上保険株式会社 101008 201008

39 東京海上火災保険株式会社 101009 201009

40 同和火災海上保険株式会社 101010 201010

41 東洋火災海上保険株式会社 101011 201011

42 日動火災海上保険株式会社 101012 201012

43 日産火災海上保険株式会社 101013 201013

44 日新火災海上保険株式会社 101014 201014

45 日本火災海上保険株式会社 101015 201015

46 富士火災海上保険株式会社 101016 201016
47 安田火災海上保険株式会社 101017 201017

48 朝日火災海上保険株式会社 101018 201018
49 太陽火災海上保険株式会社 101019 201019

50 大同火災海上保険株式会社 101022 201022
51 オールステー ト自動車火災保険株式会社 101023 201023
52 ジェイアイ傷害火災保険株式会社 101024 201024
53 アリアンツ火災海上保険株式会社 101025 201025

(組織登録番号順) 以上,一 般組織53組 織が正式に登録を完了しています。

(2)国 の機関

No 組 織 名 称 組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値
1 北海道開発庁 160 100160

2 国土庁 220 100220

3 外務省 350 100350

4 厚生省 500 100500

5 通商産業省 600 100600

6 工業技術院 610 100610

7 資源エネルギー庁 620 100620

8 特許庁 630 100630

9 中小企業庁 640 100640

10 郵政省 700 100700

(組織登録番号順) 以上,総 合計63組 織が正式に登録を完了しています。一



2.国 内標準の登録

現時点で,以 下の13の情報オブジェク トについて,国 内標準調整委員会による審査を経て,正 式に国

内標準として登録 されてお ります。

1.MOTISJP1テ キ ス ト

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)et(4)0}

2.FTAMINTAP-1レ コ ー ドフ ァ イ ル

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)document-type(2)intap-record-file(1)}

3.FTAMINTAP-AS1抽 象 構 文

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)abstract-syntax(4)intap-asl(1)}

4.FTAMINTAP-TS1転 送 構 文

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)transfer-syntax(4)intap-tsl(1)}

5.MOTISJP1テ キ ス ト属 性 タ イ フ。

{iso(1)member-body(2)392motis(mhs)(6)ipms(1)bat(8)0}

6.FTAMINTAP-2順 フ ァ イ ル ドキ ュ メ ン ト型

{iso(1)member-body(2)392ftam⑩document-type(2)sequential-file(2)}

7.FTAMINTAP-3相 対 フ ァ イ ル ドキ ュ メ ン ト型

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)document-type(2)relative-file(4)}

8.FTAMINTAP-4索 引 フ ァ イ ル ドキ ュ メ ン ト型

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)document-type(2)indexed-file(4)}・

9.FTAM－ 意 キ ー 付 きINTAP-5索 引 フ ァ イ ル ドキ ュ メ ン ト型

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)document-type(2)indexed-file-with-unique-

keys(5)}

10.FTAMINTAP順 フ ラ ッ ト コ ン ス ト レイ ン トセ ッ ト

{iso(1)member-body(2)392ftamGO)constraint-set(5)sequential-flat(1)}



11.FTAM抽 象構 文INTAP-AS2

{iso(1)member-body(2)392ftam⑩

12.FTAM抽 象 構 文INTAP-AS3

{iso(1)member-body(2)392ftamaO)

13.H手 順

{iso(1) member-body(2)392h(9001)}

abstract-syntax(4)intap-as2(2)}

abstract-syntax(4)lntap-node-name(4)}

これらの国内標準の登録申請者はすべて㈱情報処理相互運用技術協会(INTAP)で す
。

なお,こ れらの国内標準について ,仕 様の閲覧を御希望の方は下記まで御連絡下さい。

側)日本情報処理 開発 協会 産業情報化推進 センター

オブ ジェク ト登録管理係 担 当 関本 ,福 井

TELO3-3432-9395

FAXO3-3431-4324

一
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通商産業省監修

21世紀の情報処理技術 人にやさしい情報処理技術の実現に向けて

四次 元 コン ピ ュ一 夕
ー リアル ワー ル ドコン ピ

ュー テ ィング(RWC)一

通商産業省 では平成元年度か ら3年 をかけて、21世 紀 の高度情報化社会に向けて、わが世界の国々 とと

もに取 り組ん で行 くべ き新 しい情報処理技術体系につ いて、調査研究を進 めて まい りま した。そ の結果、

平成4年 度か ら10年 計画の四次元 コンピュータ(リ アル ワール ドコンピューテ ィング:RWC)開 発 プ ログ

ラムが開始 され ま した。

RWCは 、従来 の コンピュータでは処理 が困難 な現実世界の大量かつ多様 で、しか も不完全な情 報を、専

門家でな くとも限 られた時間の内に処理で きる技術 の実現 を 目指 した もの で、従来の ロジカル コンピュー

テ ィングか ら リアル ワール ドコンピューテ ィングへ のパ ラダイムシフ トを図 る画期的な ものです。

本書は、基礎 的 ・革新的技術で あるRWCの 概 念お よび技術 開発 の概 要をわか りやす く解 説 し、併 せて

このプ ロジ ェク トの基本計画書 と海外 における同種 の代表的 プロジェク トを詳解す るものです
。

【主な内容】

序章

RWCと ともに生 きる社会

RWCの 構想

RWCの 技術体系

リアル ワール ドコンピューテ ィング(四 次元 コンピュータ)基 本計画書

米国 ・欧州におけ るRWCの 関連 フ.ロジ ェク ト

A5版143ペ ージ 定価1,800円(税 込)

〈お問い合わせ先〉

〒105港 区芝公園3-5-8

肋 日本情報処 理開発 協会

調査部普及振興課

宕03-3432-9384

お申込みはFAXで!!FAXO3-3432-9389
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